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Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本） ５３

６　１９７０年代中葉Ｉ　ＢＭ杜の組織変革

〔１〕１９６０年代末～１９７０年代中葉におげる事業構造の変化

　（５）　１９７０年代Ｉ　Ｂ皿社の事業構造

　¢　事業の分野別構造

　これまで（１）～（４）では，１９７０年代に入って展開したＩ　Ｃ技術の新段階を背景に

しながら，Ｉ　ＢＭ杜はさらにこの段階にとのような事業展開を計ったか，また

Ｉ　ＢＭ杜の周辺の競争企業はとのような新たな事業展開を行ったか，その結果

Ｉ　ＢＭ杜をめぐる競争状況はどのように変化したか，を具体的にたどっ てみた 。

ここでも，以上のような１９７０年代に入ってからの経過をふまえながら，その結

果として，１９７０年代中葉から後半にかげてＩ　ＢＭ杜は全体としてとのような事

業構造をもつものとなっていたかをまとめてみることにする 。

　まずはじめに１９７４～７９年におけるＩ　ＢＭ杜の事業分野別売上高の構成を掲げ

てみると，表５４のとおりである（Ｉ　ＢＭ１杜が本表のような事業分野別の売上高およ

び収益構造を正式にル舳０Ｚ　Ｒ功０”に掲げるようになるのは，１９７７年からである 。１９７８

年には，ユ９７４～ユ９７７年の問の構成比推移が掲げられている）。

　これをみてみると，まずＩ　ＢＭ杜の中心事業であるテータ処理機器事業の売

上高は，１９７０年代中葉 ・後半には，総売上高の中で８０劣を超えるものとな って

いたことがわかる 。先に５の〔１〕の（３）でみたように，１９６０年代中葉の段階では

このテータ処理機器事業のウニイトは７７～７８労であ ったから（本稿（６）， 本誌，第

３３巻第１号，１９べ一ジの表３６を参照。ただし，この場合はアメリカ国内のみ），この問

にＩ　ＢＭ杜はより一層テータ処理機器事業のウェイトを高めることにな ったわ

げである 。　しかし，前掲表３６と表５４を比較すればわかるように，これは主と

して，１９７０年代中葉以降においては，かつてサーヒス ・ヒューロー 杜（Ｓｅｒｖ・ｃｅ

Ｂｕｒｅａｕ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ・ｏｎ 通称Ｓ　Ｂ　Ｃ）が行っていたテータ処理サーヒス事業がなく

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１ユ）



５４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　　　　表５４１９７０年代Ｉ　ＢＭ杜の事業分野別売上高構成（１９７４～１９８０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実額単位 ：１００万トソ）

事業分野　１
・…１ ・…ｌ１… １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

情報関連事業 ：

実 データ処理機器事業 １０，５０７ １１ ，８５３ １３，４０２ １４，７６５ １７，０７４ １８，３３８ ２１ ，３６７

事務機器事業 １， ７７５ ２， １２２ ２， ３９７ ２， ８２４ ３， ３９０ ３， ８４９ ４， １３５

連邦政府向げ
　　　　 システム事業
の他の事業

１… ４６２ ５０５

４８６ ５４９ ６１２ ６４７

額
５８ ６３ ６４ ６４

合　　計 　１・・…１・・…１・・… １８，１３３ ２１ ，０７６ ２２，８６３ ２６，２１３

構
情報関連事業 ：

データ処理機器事業 ８２．９ ８２，１ ８２．２ ８１ ．４ ８１ ．０ ８０．２ ８１ ．５

成 事務機器事業 １４ ．０ １４ ．７ １４ ．７ １５ ．６ １６ ．１ １６ ．８ １５ ．８

比
連邦政府向げ
　　　　 システム事業
の他の事業

１ふ・ ３． ２

２． ７ ２． ６ ２． ７
２． ５

３． １

（劣
０． ３ Ｏ． ３ ０． ３ ０． ２

）
合　 計　１ｍ・１・・ひ・１・・ぴ…ひ…ぴ・ １００．Ｏ １００．Ｏ

■

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏ卯ｏｒａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ地クｏ〃，ユ９７７～１９８０による 。ユ９７４～１９７６年の分はル舳０Ｚ　Ｒ吻０”１９７８

　　に掲載されている 。

なっ たことから生じた単純な結果であ った。Ｉ　ＢＭ杜は，１９６８年１２月 コソト肩

一ノレ ・データ杜から起されていた反トラスト法違反の訴訟に対して，１９７３年１

月， 法廷外で示談を成立させ，その条件として ，Ｉ　ＢＭ杜の子会杜サービス ・

ビューロー杜を１，６００万ド ノレ という格安の価格で コソトロール ・データ杜に売

却し，Ｉ　ＢＭ杜は向う６年間はテータ処理サーヒス事業を行わたいという約束
　　　５６）

をしたが，このようたサービス ・ビ ューロー杜の処理の結果として，勢いデー

タ処理機器事業のウエイトが上昇せさるをえたくなったわげである 。

　いずれにしても，結果としては，１９７０年代中葉にはテータ処理機器事業の総

売上高に占めるウニイトが８０％を超えることにな った。しかし，さらに，こ

のテータ処理機器事業の内部をみてみると，すでに（３）でみたように，Ｉ　ＢＭ杜

は， １９７０年代に入ると，その製品系列をそれまでの汎用 コソピ ュータだげでは

なく ，ミニ ・コソピ ュータやオフィス ・コ：／ピ ュータなどの超小型 コソピ ュー

タの分野に大きく展開していくことにな った。そして，このようなデータ処理

機器事業の中での製品系列の多様な展開は，さらに新たな組織変革につなが っ

ていくことになるが，この点については，つぎの〔２〕で具体的に説明すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１２）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革１８）（坂本）　　　　　　　　　　　　５５

にする 。

　さらに，テータ処理機器事業以外の事業についてもその動向をかんたんにみ

ておく 。

　１９６０年代の状況を示した前掲表３６とここでの表５４は事業項目のまとめ方がち

がっ ているので，その間の連続性を考慮することが必要であるが，まず表３６の

軍需品事業は表５４では連邦政府向げ ノステム事業としてまとめられることにな

っている。先にみたように，Ｉ　ＢＭ杜では軍需品事業のウエイトはすでに１９５０

年代末以降ず っと一貫して低下してきていたが（１９５８年には１９．２％であったものが

１９６０年には１３．３％になり ，さらに１９６０年代半ぱには５～６％台にな っていた），１９７０年

代中葉になると，この軍需品事業を含む連邦政府向げ ノステム事業のウェイト

は， ３労から２労台にまで低下してきている。絶対額では，その売上高は１９６０

年代中葉から１９７０年代中葉までの１０年問に約３倍の増加にな っているが，この

問の全体としてのより大幅な売上高の増加の中で，そのウェイトはさらに低下

せざるをえなかったわけである 。

　つぎに，表３６の電動タイプライター事業およぴパソチカート／テープ事業は ，

表５４ではほほ事務機器事業としてまとめられることにな っている。この事務機

器事業のウェイトは，１９６０年代中葉においては１０～１１％台を占めていたか ，

１９７０年代中葉にたると１４～１５％台にまで上昇することにな っている。そして ・

１９７０年代末には１６．８〃こまで達している。のちにみるように，１９８０年代に入る

とウェイトとしてはいく分逆もどりするところがあるが，しかし，いずれにし

ても杜会がファクトリー・ オートメーショソからさらにオフィス ・オートメー

ショソといわれるような技術革新の時代を迎えようとしている状況の下で，こ

の事業はＩ　ＢＭ杜の事業構造の中でも１９６０年代にくらへてより大きなウエイト

をもつようになってきていたわげである 。

　表５４でその他の事業に入っているのは，主として子会杜サイェソス ・リサ ー

チ・ アソシェーツ杜（ＳｃｉｅｎｃｅＲｅｓｅａｒｃｈＡｓｓｏｃｉａｔｅｓ，Ｉｎｃ．通称ＳＲＡ杜）の営む各

種教材 ・教育サーヒス事業である。この事業は，巨大なＩ　ＢＭ杜の事業構造の

中ではもともとそれほと大きなものではなかったか，１９７０年代中葉には１９６０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１３）



５６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

代中葉よりもさらにそのウニイトを落し，０３％程度を占めるものとたる 。

　ところで，１９６０年代中葉の段階とくらべて１９７０年代中葉のＩ　ＢＭ杜の事業構

造が大きく変っている点は，子会杜サービス ・ピ ューロー杜が行っていたデー

タ処理サーヒス事業がなくなっていることである。これは，先にのべたように ，

１９６８年１２月 コソトローノレ ・データ杜から起されていた反トラスト法違反の訴訟

に対して，１９７３年１月，示談が成立し，その条件としてＩ　ＢＭ杜はサービス ・

ビューロー杜を コソトローノレ ・データ杜に売却し，同時に向う６年問はデータ

処理サービス業務を行わないことを約束したことによるものである 。表３６でみ

たように，１９６０年代中葉にかげて，このテータ処理サーヒス事業の占めるウェ

イトは，コソピ ュータの急速な普及そのものがつくり出す杜会的な多様な情報

処理への要請の拡大を反映して，しだいに高まっ てきていた。そして，このよ

うな傾向は，１９７０年代に入ってより一層強まっ てきており ，さらに長期的には

コソピ ュータ事業とテータ通信事業の結合による新しい事業展開が見通される

状況の下では，サーヒス ・ヒューロー杜の事業はＩ　ＢＭ杜の将来にとっ て重要

な意義をもつものであったと思われる。しかし，Ｉ　ＢＭ杜は，コソトローノレ ・

テータ杜の訴訟に始まるさまさまの反トラスト法違反の訴訟　　その最大のも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
、５７）

のは，１９６９年１月司法省からの訴訟である　　に取りまかれたがら，その裁判

にかかる費用や労力，さらにそのプ ロセスで必然的に迫られる経営戦略上の秘

密の公開がもたらすマイナス効果などを考慮して，サービス ・ビ ューロー杜の

もつテータ処理サーヒス事業という重要な経営資源を示談成立の犠牲とするこ

とになったわげである 。

　しかし，これによっ てＩ　ＢＭ杜はこのようたテータ処理サーヒス事業を永遠

に放棄してしまっ たわけではたい。テータ処理サーヒス事業を行わないことを

約束した６年問が経過して，１９８０年代に入ると ，Ｉ　ＢＭ杜は，コムサット ・ゼ

ネラル杜（ＣＯＭＳＡＴ　Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ・ｏｎ），エトナ ・カシ ュアノレティ ・アソト ・

シュ アティ
杜（Ａｅｔｎａ　Ｃａｓｕａ１ｔｙ　ａｎｄ　Ｓｕｒｅｔｙ　Ｃｏ．）との共同出資でつくっ たサテライ

ト・ ヒシネス ・ンステムス
杜（Ｓａｔｅ１ｌ・ｔｅＢｕｓｍｅｓｓＳｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ 通称ＳＢＳ杜）を

使っ て， 通信衛星を利用した高速テータ通信サーヒス事業にのり出すことにた

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１４）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　５７

り（１９８２年２月より営業開始），改めてより高度たテータ処理サーヒス事業へ進出
　　　　　　　　　　　　　５８）
する条件を整えることになる 。

　　５６）下田博次「Ｉ　ＢＭ－Ｃ　Ｄ　Ｃ独禁法訴訟ウノレトラ示談でケリ」『コソピュートピ

　　　ア』１９７３年３月号，１４～２０ぺ一ジ，北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』１９８０年，共立出

　　　版，９２～９３ぺ一ジ，Ｆｉｓｈｅｒ，Ｆ．Ｍ ．， Ｍｃｋｉｅ，Ｊ．Ｗ ．， ａｎｄ　Ｍａｎｃｋｅ，Ｒ．Ｂ ．， 個〃

　　　 ○犯６肋２　乙一 、Ｓ，　ｊＤｏね　Ｐプｏ０２ｓｓ加ｇ１〃６〃ｓかツ：　■４れ　
。Ｅｏｏ〃ｏ刎｛６　１７ゐ歩ｏび，　１９８３，　ｐｐ．３７９

　　　～３８０ ．

　　５７）　このようた状況については，Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　ｕｎｄｅｒ　ａｔｔａｃｋ：ｔｈｅ　Ｕ
・Ｓ
・ｖｓ・ＩＢＭ ，

　　　肋ｓ伽ｓｓ肋２尾，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ１１．１９７２，北正満ｒ　Ｉ　ＢＭの挑戦』１９７８年，共立出

　　　版，第１２章，Ｓｏｂｅ１，Ｒ ．， 朋〃一０ｏＺｏ舳ｓ加丁舳ｓ倣ｏ犯，１９８１，Ｃｈａｐ・１２： 青木栄

　　　一訳『Ｉ　ＢＭ」庸報巨人の素顔』１９８２年，ダイヤモソド杜，第１２章，などを参

　　　照 。

　　５８）情報産業研究グノレープ編『Ｉ　ＢＭ一戦略とその実態』１９７７年，企画セソター

　　　７４～７８べ一ジ，北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦』，３０５～３０９ぺ一ジ，北正満『Ｉ　ＢＭとの

　　　攻防』２１１～２１８ぺ一ジ，Ｓｏｂｅｌ，ｏｐ．ｃｉｔ ．， ＰＰ・３３４～３３７： 上掲邦訳，４１４～４１８べ

　　　 一ジ，（株）モースト ・アソド ・モアｒ　Ｉ　ＢＭ企業分析（１９８２年版）』１９８２年，１８３

　　　～１８６ぺ一ジ 。

　　　販冗方式の構造変化

　（ｉ）リース方式の導入

　これまでそれぞれの段階でみてきたように，Ｉ　ＢＭ杜の営むデータ処理機器

事業はその販売方式からみてみると，売り切りとレソタノレ という２つの方式か

ら成り立っていた。ここでも，このような販売方式からみた事業の構造が１９７０

年代に入ってどのような状況になったかをみておくことにするが，数量的な状

況をみる前に，まずはじめに指摘しておかなげれぱたらないのは，１９７０年代に

入っ てＩ　ＢＭ杜の販売方式そのものに起った構造変化である 。

　そのまず第１は，それまで売り切り以外はレソタル１本でや ってきたＩ　ＢＭ

杜の販売方式に，新たにリース方式が採用されるようにな ったことである 。Ｉ

ＢＭ杜は，１９７１年５月 ，Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｒｍ　Ｐ１ａｎ，通称Ｆ　ＴＰと呼ぱれる，磁気テー

プ装置，磁気デ ィスク装置，プリソターなどの周辺装置を対象とした，１２ケ月

または２４ケ月の固定期問賃貸契約の！ステムを発表した 。

　ところで，Ｉ　ＢＭ杜がこうして１９７０年代に入るとともにこのような新たな販

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１５）



５８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

売方式を導入することになった背景には，すでに１９６０年代の事業構造の状況を

説明した５の〔１〕の（３）でふれたようなデータ処理機器リース企業の拾頭，およ

びそれと結びついた対Ｉ　ＢＭ機プラグ ・コソバティブ ノレ周辺装置メーカーの発

展という事態があ った 。

　まずデータ処理機器リース企業とは，すでにのべたように，Ｉ　ＢＭ杜が機器

の買い取りを認めるようにな ったこと（１９５６年）を利用して，Ｉ　ＢＭ杜のデー

タ処理機器のレソタノレ ・ユーザーに一たん機器の買い取りを行わせ，それを直

ちに再購入して，Ｉ　ＢＭ杜のレソタノレ料よりも１５～２０％も安いリース料でそれ

を使用させるというものである。このようなリース企業の登場は，ユーザーの

立場からすれぱ機器をそのまま使いながら使用料は安くたるわげであるから ，

魅力的たものであったが，これも１９６０年代の前半は主な対象機器が旧来のバソ

チカード ・システムで，それはど大きな拡がりをみせたかった。しかし，１９６４

年ＩＢＭ杜がシステム３６０を導入したのをきっ かげにして，リース企業の活動

もその対象が コソピ ュータに移り ，１９６０年中葉から後半にかげて急速な発展を

みせることにな った。システム３６０の導入がそのようにリース企業の発展をう

ながすことにたったのは，もともと対象機器の償却期問を長く設定し，これで

安い使用料を割り出して成り立っているリース企業にとっ て， 画期的な技術革

新と体系性のゆえに　般に７～８年，あるいは１０年は抜本的たモテ ノレ ・チ ヱソ

ジはありえないであろうと予測されるシステム３６０　　表５５コソピ ュータ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９）
の登場は，その格好の投資対象となったからである 。　　　 リース企業の設立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状況
　この問の状況を具体的にみてみると ，１９６４年から　　　　（１９６４～１９６８年）

６８年にかげて設立された コソピ ュータ ・リース企業

数（ただし，１９６８年時点で営業中のもののみ）は，表５５

のとおりであり ，合計８０杜に達した。また，この問

のコソピ ュータ ・リース企業の機器買い取り額（推

定）は，表５６のとおりである（ただし，本表は・５の　　 （出所）ｃ。ゆ”１、、。”“”か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 刎ｏ肋〃，Ｖｏ１

．ユ８，Ｎｏ ．３
．

〔１〕の（３）で掲げた表３９の数字と，大勢は一致しているが，　　　　 Ｍ。。。ｈ１９６９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）企業数は設立後営業中の
細くは一致していたい）。 この表によれぱ，１９６４年か　　　　もののみ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１６）

年　１企業数



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　５９

ら６８年の問に コソピ ュータ ・リース企業の　　表５６　コンピュータ ・リース企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の機器購入額（推定）推移
買い取り額は急激な増加をみせており ・　　　　 （１９６４～１９６８年）

１９６４年には２，２００万ド ノレであ ったものが，　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

１９６８年には１０億ドルを超えることにな って

いた 。

　また，１９６８年２月に作成された「コソピ

ュータ ・リーシソグ企業の一考察」と題さ

れるＩ　ＢＭ杜内 レポートの付表によれぱ，　　 （出所）表５５と同じ 。

１９６７年１２月現在でリース企業が保有し賃貸する機器はレソタ ノレ料月額にして

２， ４００万ドルに及び，これはすでにスペリー・ ラソド杜（ユニバック）のレソタ
　　　　　　　　　　　　　　６０）
ノレ月収２，１３０万ド ノレを超えていた 。

　このような コソピ ュータ ・リース企業の急速な伸長の中で，Ｉ　ＢＭ杜もその

賃貸方式をこれまでのようにレソタノレ方式一本に固執し続けることはできなく

なっ てきていたわけである 。

　ところで，このような コソピ ュータ ・リース企業の発展にとっ て重要な役割

を果したものに，対Ｉ　ＢＭ機プラグ ・コソパティブ ノレ周辺装置 メーカー（Ｐｌｕｇ－

ｃｏｍｐａｔｉｂ１ｅ　Ｐｅｒｉｐｈｅｒａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ１Ｍ１ａｎｕｆａｃｔｕｒｅｒ）の存在があ った。このプラグ

・コソパティ ブル周辺装置メーカーとは，Ｉ　ＢＭ杜製の周辺装置（磁気テープ

装置，磁気デ ィスク装置，プリソターなど）と互換性があり ，ユーザーが使用して

いるＩ　ＢＭ杜製の装置をプラグの挿し替えだげで置き換えることができるよう

な周辺装置を製造 ・販売する企業である。これは，すでにあきらかなように ，

先に（４）のＱでのべたアムダーノレ杜をはじめとするプラグ ・コソバティブルＣ　Ｐ

Ｕメーカーの周辺装置版であるが，プラグ ・コソパティブ ノレ ・メーカーとして

はこちらの方が先発で ，やはり１９６０年代中葉以降，ノステム３６０の導入を契機と

して急速な発展をみることにな った。システム３６０の導入がこうしたプラグ ・

コソバティブ ノレ周辺装置メーカーの発展を導いたのは，まず第１に，システム

３６０以前の１４００シリーズ，７０００シリーズ段階においては各モデル問に互換性が

たく ，製品間がバラバラの関係であったのに対して，システム３６０では，すで

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１７）

年　ｉ 購入額 対則年比増加率（％）

１９６４ ２２

一
１９６５ ２７ ２３

１９６６ １０５ ２８９

１９６７ ３６０ ２４３

１９６８ １， ０１１ １８１

Ｉ



　６０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

にみたように単一製品ライソ概念の下に，各モテ ノレ問に基本的に互換性が確立

され，周辺装置についてもどのモデルにも接続できるようにイソターフェイス

の標準化が実現されたことである。これによっ て， プラグ ・コンバティブル周

辺装置メーカーの存立基盤が大きく広がることになった。さらに第２に，Ｉ　Ｂ

Ｍ杜は一方では・すでに確立している巨大な独自市場の継続性や技術上の安全

性を考えて自杜製品への技術革新の導入に保守的傾向があ った（その最大の現

われが，システム３６０におげるハイブリヅドＩ　Ｃの使用であろう）と同時に，他方で
は１ その圧倒的な市場支配を基礎に高利潤を見込んだ高価格をつげることが可

能になっていたということである。このようなＩ　ＢＭ杜の製品政策，価格政策

の下で，プラグ ・コソパティ ブノレ周辺装置メーカーは，最新の技術を盛り込ん

でＩ　ＢＭ杜より進んだ製品をつくり ，Ｉ　ＢＭ杜より安い価格をつげてＩ　ＢＭ杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）製周辺装置をリプレースすることができるようになったわげである 。

　ところで，このようなプラグ ・コ：／バティブ ノレ周辺装置メーカーの発展は ，

先の コソピ ュータ ・リース企業のビジネスに願ってもない条件を提供すること

にな った。　リース企業はＩ　ＢＭ杜製中央処理装置（Ｃ　ＰＵ）と組み合せてリー

刈こ出す周辺装置として，上のようなプラグ ・コソバティ ブノレ周辺装置 メーヵ

一の，より性能がよくて，しかも大幅に価格の安い周辺装置を利用することが
　　　　　　　６２）
できたからである 。

　こうして，プラグ ・コソバティブ ノレ周辺装置メーカーの発展とコンピ ュータ

・リース企業の発展はタイアッ プしながら，１９６０年代後半以降，Ｉ　ＢＭ杜の コ

ソピ ュータ市場（Ｃ　ＰＵおよび周辺装置）を無視しえない程度に侵蝕し始め，Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）
ＢＭ杜もこれに何らかの対応をせざるをえない状況に立たされることにな った 。

このような状況の下で，先にのべたように，Ｉ　ＢＭ杜もその賃貸方式をこれま

でのように月額賃貸料の高いレソタノレ方式一本に固執し続げることはできなく

なっ てきていたわげである 。

　はじめにのべたように，Ｉ　ＢＭ杜は，１９７１年５月 ，Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｒｍ　Ｐ１ａｎ，通称

Ｆ　ＴＰと呼ぼれる，周辺装置を対象とした，１２ケ月または２４ケ月の固定期間賃

貸契約のノステムを発表した。こうして，Ｉ　ＢＭ杜は，リース方式の導入に踏

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１８）



　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）

表５７　Ｉ　ＢＭ杜リース 方式の展開と統合（１９７１～１９７７年）

６１

年　　月

１９７１年５月

１９７２年３月

１９７３年３月

１９７５年３月

１９７６年１月

１９７７年４月

契　　約　　方　　式

ＦＴＲ（Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｒｍ　Ｐ１ａｎ）を発表
。

ＥＴＰ（Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　Ｔｅｒｍ　Ｐ１ａｎ）を発

表。

ＴＬＰ（Ｔｅｒｍ　Ｌｅａｓｅ　Ｐ１ａｎ）を発表
。

ＴＡＰ（ＴｅｒｍＡｖａｉ１ａｂｉ１ｉｔｙＰ１ａｎ）を

発表 。

ＡＴＰ（Ａ１ｔｅｒｎａｔｉｖｅ　Ｔｅｒｍ　Ｐ１ａｎ）を

発表 。

Ｌｅａｓｅ　Ｒｅｎｔａ１Ａｇｒｅｅｍｅｎｔを発表
。

契　　約　　概　　要

ＦＴ　Ｐは，１２ケ月または２４ケ月の固定期限リ

ース契約。超過使用料金を撤廃。期隈満了以
前の中途解約にベナルティ あり 。対象機器は
磁気テーブ装置，磁気ディスク装置およびブ
リソター

Ｅ　Ｔ　Ｐは，２４ケ月の期問リース。対象はＦＴ
Ｐと同じ。買い取り選択権（Ｐｕｒｃｈａｓｅ ＯＰｔｉｏｎ

Ｃｒｅｄｉｔ）がっいている
。

Ｔ　Ｌ　Ｐは，４８ケ月の期問リース。対象はＣ 　Ｐ

Ｕで，超過使用料金（１７６時問／月以上）を撤
廃。 期間満了以前の中途解約にペナルティ あ
り。 買い取り選択権つき 。

ＴＡ　Ｐは，３６ケ月の期問リース 。

ＡＴＰは，従来売り切りのみであったＰＯＳ
ターミナノレを対象。６０ケ月の期間リース。買
い取り選択権つき 。

ＦＴ　ｐ ，Ｅ　Ｔ　ｐ ，Ｔ　Ｌ　ｐ ，ＴＡ　Ｐなどの各種
リース契約を整理統合。

（出所）　 日本電子計算機株式会杜『Ｊ　Ｅ　Ｃ　Ｃコンピータ ・ノート（１９８４年版）』ユ９８４年，４３８ぺ 一ジ第９－１表 。

み切った。このＦ　Ｔ　Ｐは，賃貸料を通常のレソタノレ料より ，１２ケ月契約の場合

で８彩，２４ヶ月の場合で１６％安くし，その上，超過使用料（１ヶ月１８６時間以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４）
使用した場合に超過料金をとる）を免除するというものであ った 。

　その後，Ｉ　ＢＭ杜のリース方式は，対象機種や期問の個別ケース毎にさまざ

まの方式（Ｐｌａｎ）が積み上げられていくことになったが，その一覧は表５７のとお

りである 。そして，１９７７年４月には，それまでの各種のリース方式が整理統合

され，レソタノレ方式およびリース方式に共通する
，Ｌｅａｓｅ　Ｒｅｎｔａ１Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ

と呼ぼれる標準化された，一元的た契約様式が確立されることにな った。こう

して，Ｉ　ＢＭ杜でもリース方式が レソタノレ方式と並ぶ標準的な賃貸方式として
　　　　　　　　　　　　　　　　　６５）
確立されることになったわけである 。

　　５９）　データ処理機器（コソピュータ）リース企業については，目本電子計算機株式

　　　会杜ｒ　Ｉ　Ｂ１Ｖ［のマーヶティソグ戦略と組織体制づくり一テレックス／Ｉ　ＢＭ裁

　　　判公開文書の分析（第２分冊）』１９７４年，２２～２４，２６３～２７２ぺ一ジ，同『Ｉ　ＢＭ

　　　の価格分離の論理とソフトウェ ア／ コソピュータ ・リー：■ソグ産業分析　　米司

　　　法省／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析（第３分冊）』１９７８年，第２篇，北正満ｒ　Ｉ　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１９）



６２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　　Ｍの挑戦』２０７～２１２べ一ジ，同『Ｉ　ＢＭとの攻防』１６０～１６６べ一ジ
。

　６０）　目本電子計算機株式会杜『Ｉ　ＢＭの価格分離の論理とソフトウェ ア／コソピュ

　　 ータ ・リーシソグ産業分析』２２７ぺ一ジ。なお，「コソピュータ ・リーシソグ企業

　　の一考察」と題されたレポートは，同上書，第３章に邦訳されている 。
　６１）　プラグ ・コソパティブ ノレ周辺装置メーカーについては，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ａ
　　Ｐｌｕｇ　Ｃｏｍｐａｔｉｂ１ｅ　ｌＭａｎｕｆａｃｔｕｒｅｒ　Ｏｖｅｒｖｉｅｗ，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１３．１９７０，Ｔ

２Ｚ鮒　
〃ｓ

．

　　朋〃　　ＰＺｏ桝倣’ｓ　Ｅ肋ｚ肋，Ｎｏ１４２，ｄ１ｔｔｏ，Ｐ１ｕｇ　Ｃｏｍｐａｔ１ｂ１ｅ　Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｏｎ＿

　　 Ｏｖｅｒｖｉｅｗ＆Ａｎａｌｙｓｉｓ，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ３１．１９７０，Ｔ６Ｚ鮒帆朋〃ｊ　ＰＺｏ〃倣
’ｓ　Ｅ尤〃脇，

　　Ｎｏ・１６２・Ｂ１ｏｃｋ・Ｇ・Ｗ ・， 丁加ひユ　０ｏ妙〃〃１〃〃ｓ的一五８肋勿ゲ〃ｏ伽右

　　 Ｐ０〃弘１９７５，Ｃｈａｐ　８，目本電子計算機株式会杜ｒ　Ｉ　ＢＭのプーケティソグ戦

　　略と組織体制づくり』第５ ，７ ，９章，北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』１２７～１３３ぺ一

　　ジ 。

　６２）北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』１６８べ一ジ
。

　６３）　同上書，１２８～１２９ぺ一ジ
。

　６４）Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｍ　Ｐ１ａｎについては，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｍ　Ｐｌａｎ＿ＩＢＭ

　　 Ｐｒｉｃｉｎｇ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔｓ，Ｊｍｅ２１ ．１９７１，Ｔ２Ｚ鮒沙ｓ．個〃ｊ　ｐＺｏ〃倣’ｓ　Ｅ肋妨〃，Ｎｏ ．

　　 １３９，ｄｉｔｔｏ，Ａ　ｌＭ［ａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｇｕｉｄｅ　ｆｏｒ　Ｆｉｘｅｄ　Ｔｅｒｍ　Ｐｌａｎ（Ｄａｔｅ　ｉｓ　ｎ．ａ ．），Ｔ２１伽

　　 ｏｓ・朋”ｊｐＺｏ”炉ｓＥ肋タ脇・Ｎｏ・１４３Ａ，Ｂ１ｏｃｋ，ｏｐ．ｃｉｔ，ＰＰ．１１９～１２４，目本
　　電子計算機株式会杜ｒ　Ｉ　ＢＭのマーケティソグ戦略と組織体制づくり』第６章

，

　　北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』１６９～１９１ぺ一ジ
。

　６５）　 日本電子計算機株式会杜『Ｊ　Ｅ　Ｃ　Ｃコソピュータ ・ノート（１９８４年版）』１９８４

　　年，４３８～４３９ぺ一ジ 。

　　　他方，コソピュータ ・リース企業やプラグ ・コソパティブル周辺装置メーカー

　　についていえぱ，１９７０年代に入って，これまでにみてきたようたＩ　ＢＭ杜の積極

　　的な製品展開，とくにシステム３６０の後継システムとしてのシステム３７０および

　　３０３Ｘシリーズの展開や，以上でみたような新しい販売方式の積極的た導入によ

　　 って，それまでの存立基盤を大きく動揺させられ，市場再編成を迫られることに

　　た った。この点については，北正満『Ｉ　ＢＭとの攻防』１２９～１３３，１６７～１８０べ一

　　ジを参照 。

　（１１）ソフトウェ ア価格の分離（Ｕ・ｂｕｎｄｌｍｇ）

　１９７０年代を迎えて，Ｉ　ＢＭ杜の販売方式そのものに起ったもう１つの大きな

構造変化は，　般に「価格分離（Ｕｎｂｕｎｄ１ｍｇ）」と呼ばれる，ハートウェ ア価

格とソフトウェ ア価格の分離である 。

　Ｉ　ＢＭ杜も，またその他の コソピ ュータ企業も ，１９６０年代末までは，　般に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２０）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　６３

コソピ ュータのハードウェ ア（製品そのもの）とソフトウェ ア（プ ログラムやユー

ザー支援サービス）を一本の価格（レソタノレ料金）にまとめて提供してきていた 。

ユーザーは月々のハードウェ ア・ レソタノレ料を払っていれば，コソピ ュータを

導入するための杜員教育や当該事業の情報処理にいかに コソピ ュータを応用す

るかを分析 ・指導するシステム ・ニソジニアリソグ ・サーピス，プ ログラム ・

サーヒス，そして機器の保守サーヒスなとを一切無料で受げとることができる

ようにたっていた 。

　ところで，このプ ログラムやユーザー支援サーピスなどのソフトウェ アは ，

コソピュータ ・ハードウェ ァのｒ世代」が進むとともに，それがもつ意義 ・役

割が加速的に拡大してきた。とくに，システム３６０の導入によっ て本格的なオ

ベレーティソグ ・システム（Ｏ　Ｓ）が登場し，ハードウェ アの効率的使用に眼

が向げられるようになると，ハードウェ ァは同一でも，求められるソフトウェ

アはユーザーによっ てさまざまの広がりや複雑さをもっ てくることにな ってい

た。 しかも，このソフトウェ アがハードウヱ アとちがうところは，ハードウェ

アの場合には一たぴ量産体制が確立されれは，それによっ て急速に製造 コスト

を下げることが可能であるが，ソフトウヱ アの方は，求められる内容の個別性

に加えて，その開発 ・供給が本来著しく労働集約的た要素をもっ ており ，コス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６）
ト低下はなかたか容易ではたいという点である。このようたソフトウェ アがも

つ本来的な特徴によつ て，コソピ ュータ企業の製造 コストの中では，傾向的に

ソフトウェ ァ・ コストが上昇していくことにな っており ，とりわげ１９６０年代後

半以降その傾向が強まりつつあ った。そして，このような傾向をふまえて ，

１９７０年代中葉にはソフトウヱ ア・ コストが５０％に達し，１９８５年には８０％を超え

るであろうという有名なべ 一ム（Ｂｏｅｈｍ，Ｂ．Ｗ．）の予測も出されることにな っ
　　　　　　　　６７）
ていた（図３０を参照）。

　このように，コソピ ュータ事業の中でソフトウニ アの占めるウェイトが加速

的に大きくなっていく状況の下で，Ｉ　ＢＭ杜は対外的にも内部的にもソフトウ

ェア価格をハードウェ ア価格から分離し，料金別建てのシステムを導入する必

要に迫られていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２１）
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図３０　ハードウェ ア／ソフトウェ アの コスト比傾１向
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．， 丁加肋舳ｏ！Ｃ加惚２一五乃６伽ｏ一肋ｏ〃ｏ〃６ん吻泌

ｏ／

　　伽の肋ｊＰ７０６２ｓｓ伽ｇ〃３洲卿， １９７７
．ｐ
．３２，Ｆｉｇｕｒｅ２－１： 輿寛次郎監訳『８０

　　年代のコンピュータ産業一技術と経済からの予測一』１９７８年，企画センター １８

　　ぺ一ジ図２一ユより作成。

　まず対外的には，１９６８年１２月 ，１９６９年１月に コソトロー ル・ データ杜および

司法省からそれぞれ起されたＩ　ＢＭ杜に対する反トラスト法違反の告訴への対

応ということがあ った。これらの両者のＩ　ＢＭ杜告訴の大きな理由の１つとし

て， Ｉ　ＢＭ杜がこれまでソフトウェ アを含む包括的なレンタル料金方式を実施

してきたことがあげられていた。すなわち，それ自体をしてその開発 ・供給に

はく大な コストのかかるソフトウェ アを無料で提供しているＩ　ＢＭ杜の営業方

式の下では，他の競争 コソピ ュータ企業，とりわげ中小企業はそれだけの コス

トを対等に維持していくことは困難であるから，不当な競争を強いられている

というのが原告側のいい分であ った。原告側は，これにもとづいて，Ｉ　ＢＭ杜

が従来のレソタノレ料金からソフトウェ ア価格を分離して，それを別に販売する

よう求めていた。Ｉ　ＢＭ杜は，このような動きに何らかの対応を求められてい
６８）

た。

　しかし，以上のような対外的な関係だげではなく ，内部的にもＩ　ＢＭ杜はソ

フトウェ ア価格を独立化させる必然性をもっ ていた。まずなによりも，当然の

こととしてＩ　ＢＭ杜はすでにそれまでに内部的にぽう大なプ 回グラム ・プ ロダ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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クソやサーヒス活動の担い手としての人的資源を蓄積してきていた。すでに

１９６０年代に入つて独立のソフトウェ ア企業，データ処理サービス企業，コソピ

ュータ ・サービス企業などが族生してきている環境にあ って ，Ｉ　ＢＭ杜はもは

やこれらの経営資源を自立した事業として活用しない法はないという段階に到
　　　　６９）
達していた 。

　しかし，内部的な間題としてより積極的な意味をもっ ていた問題は，ますま

すぼう大化するソフトウェ ア開発コストをいかにして回収するかという問題で

あっ た。 １９６０年代末には，１９７０年代中葉に実現目途をおいた，オペレーティソ

グ・ システム３６０（ｏ　ｓ３６０）の後継システムの開発がｒシステムＱ」の呼び名で

トッ プ・ マネジメソトの審議の廻上に上っていた。それに要するコ ストは，○

Ｓ３６０の場合をはるかに上回ることが予想された。このような問題に直面して ，

Ｉ　ＢＭ杜はこのようなソフトウェ アの開発コストを合理的に回収するシステム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０）
として，それ白身の販売を独立させる必然性を十分もっ ていたわげである 。

　このようた杜内 ・外の状況を背景にして，１９６９年６月，Ｉ　ＢＭ杜はソフトウ

ェァを別建て価格とする，いわゆる「価格分離（Ｕｎｂｕｎｄｉｎｇ）」を発表した（実

施は１９７０年１月より）。 これによっ て，コソピ ュータ ．ハードウェ アの作動を保

証し管理する基礎的なプ ログラム，すなわちオペレーティソグ ・システム（Ｉ

ＢＭ杜ではこれをシステムズ ・コソトロール ・プ ログラムＳｙｓｔｅｍｓ　
Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｐｒｏｇｒａｍと

口乎んでいる）と，保守サービスを除いて，それまで無料で提供されていたプ ロ

グラム ．プ ロダクッやユーザ支援サービス（教育サービス，システム ’エソジニア

リソグ ・サービスなど）は基本的にほとんどすべて有料化することになったわげ
　　７１）

である 。

６６）　この点については，かつてＯ　Ｓ３６０の開発責任者であ ったブルックス博士の

　著書，Ｂｒｏｏｋｓ，Ｆ　Ｐ ，Ｊｒ ，丁加〃ツ洲ｏｏＺ〃伽一１レグｏ〃≠乃　Ｅｓｗｓ　ｏ犯Ｓ桝〃舳
　肋ｇ加鮒加ｇ，１９７５，Ｃｈａｐｓ．１ ，２： 山内正彌訳『ソフトウェ ア開発の神語』１９７７

　年，企画千ソター とくに第１ ，２章を参照 。
６７）　Ｌｅｃｈｔ，Ｃｈ．Ｐ

．， 丁加凧ｏ０２ｓ げＣ伽〃９８－Ａ　Ｔｇｏ乃犯ｏ－Ｅｏｏ〃ｏ刎クｏ　Ａ
〃ｏＺツｓゐ　ｑブ肌９

　Ｄ肋１つブ００郷梅ヱ”〃ｓチび，１９７７，ＰＰ．１９～２１： 輿寛次郎監訳ｒ８０年代の コソピュ

　ータ産業一技術と経済からの予測』１９７８年，企画セソター １７～２１ぺ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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　６８）山根好夫ｒ価格分離　　新しい競争の幕あげ」『コソピュートピア』１９６９年８

　　月号，５～９ぺ一ソ，水口脩嗣監修『Ｉ　ＢＭ企業分割への先発と反駁　　Ｉ　ＢＭ

　　／同法省の独禁訴訟事件公判前摘要書　　』１９７５年，（株）モースト ・アソト ・モ

　　ア，１０３～１３１ぺ一ジ 。

　６９）北正満ｒ　Ｉ　ＢＭは不死鳥か（６）一価格分離の戦略」『コソピュートピア』１９７０

　　年９月号，５２べ一ジ 。

　７０）北正満『Ｉ　Ｂ１〉［との攻防』１４２～１４４ぺ一ジ 。

　７１）　ｒ価格分離」の内容についてくわしくは，北正満ｒ　Ｉ　ＢＭは不死鳥か（６）　価

　　格分離の戦略」を参照。また，ｒ価格分離」に至るまでのＩ　Ｂｌ〉［杜内での検討経

　　過については，目本電子計算機株式会杜『Ｉ　ＢＭの価格分離の論理とソフトウェ

　　ア／コソピュータ ・リーシソグ産業分析』第１章にくわしい 。

　（ｍ）事業の販売方式別構造

　以上のように，Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業の販売方式は，１９７０年代に入

ると，Ｏリース方式の導入，および◎ ソフトウェ ア価格の分離 ・独立化，とい

う２つの点で構造的に大きく変化した。それは，すでにのべたようなハードウ

ェアにおげるｒ第３．５世代」への移行に対応した，販売サイドでの新しい段階

への移行を意味していた 。

　以上のような販売方式そのものの構造的な変化を念頭におきながら，さらに

これまでそれそれの段階でみてきたように，販売方式別にみた事業構造の状況

がどのようにな っていたかを数量的にみてみる。ただし，このような数量的な

分析ということになると，以上であきらかにしてきたような１９７０年代に入って

からの新しい販売方式の実態を端的に反映したようた資料が思うように入手で

きるわけではない。この段階についても，この点に関して入手できるのは，こ

れまでと同じようた，総売上高（収入）におげる売り切り分と，リースを含む

レソタノレ分（サーピス収入も合む）の区分を示す資料のみである。したが って ，

ここでも上の２つの販売方式の区分を前提として事業構造の状況をみてみるこ

とにする 。

　表５８は，１９７０年代において，売り切り収入とレソタル収入（リース収入およぴ

サービス収入を含む）の割合がどのように変化することにたったかを示したもの

である（本表は，本稿（６）， 本誌，第３３巻第１号，２２ぺ一ジの表３８と年次的に接続している）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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表５８１９７０年代Ｉ　ＢＭ杜の売上高に占めるレソタル収入
　　の比重（１９７０～１９８０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

年 売り切り レソタノレ 売上局 レソタノレ収入
合　　計 の比重　（％）

１９７０ ２， ０２７ ５， ４４７ ７， ５０４ ７３ ．０

１９７１ ２， １８０ ６， ０９３ ８， ２７４ ７３ ．６

１９７２ ２， ８７９ ６， ６５４ ９， ５３３ ６９ ．８

１９７３ ３， ３７２ ７， ６２１ １０，９９３ ６９ ．３

１９７４ ４， ２８１ ８， ３９４ １２，６７５ ６６ ．２

１９７５ ４， ５４５ ９， ８９１ １４，４３７ ６８ ．５

１９７６ ５， ９５９ １０，３４５ １６ ，３０４ ６３ ．５

ユ９７７ ７， ０９０ １１ ，０４３ １８，１３３ ６０ ．９

１９７８ ８， ７５５ １２，３２１ ２１ ，０７６ ５８ ．５

１９７９ ９， ４７３ １３ ，３９０ ２２，８６３ ５８．６

１９８０ ユ０，９１９ １５ ，２９４ ２６，２１３ ５８．３

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，五舳舳Ｚ地カｏ〃，ユ９７０～ユ９８０

　この総売上高におげる売り切り収入とレソタル収入の割合は，すでに１９６０年

代後半において売り切り収入が上昇し，レソタル収入が低下する傾向を示し始

めており ，１９６０年代前半には７０％を超えていたレソタノレ収入のウエイトが１９６８

年には５８％台にまで低下することにたっていた 。

　その後，１９６０年代末から１９７０年代はじめにかけて一時期，レソタル収入が上

昇し，１９７０～７１年には７３劣台にまで回復することにた った。しかし，その後は

ふたたび低下傾向が現われ，１９７０年代後半には再度５８％台にまで低下すること

にな っている（さらに最近の１９８２年には５１．１％，１９８３年には４２．１％にた っている）。

　１９６０年代末に一時期 レソタル収入のウェイトは回復したが，１９７０年代に入 っ

てそれが上のようにふたたび低下し，売り切り収入が増大していくことにな っ

たのは，５でのべたような，機器買い取りに立脚する独立のデータ処理機器

（コソピュータ）リース企業の存在と同時に，この段階になると，すでにみたよ

うに，それまでのような汎用 コソピ ュータの分野（システム３６０や３７０に代表され

る），とりわけその大 ・中型の分野に加えて，汎用 コソピ ュータでも小型の分

野（システム３），さらにミニ ・コソピ ュータ（システム７ ，シリーズ１），オフィ

ス・ コソピ ュータ（システム３２），ポータブ ノレ ・コソピ ュータ（５１００）などの超小

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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型コソピ ュータの分野へ， 製品ラインが拡がっていくことになったことによる

ものである。それまでの汎用 コソピ ュータの分野が レソタノレ方式を中心にして

発展してきたのに対して，１９７０年代に入って急速に拡がり姶めた，上のような

より小型の コソピ ュータの分野ではレソタル方式の他に，リース方式や，さら

に売り切り方式といった多様な販売方式が選択されるようになってきたのであ

り， とくに低価格帯の機種については必然的に売り切り方式によるものが増加
　　　　　　　　　　　　　７２）
することになったわけである 。

　他方，このような売り切り方式が拡大する流れの中で，汎用 コソピ ュータの

分野でも売り切りが広がることにた った。とくに，１９７６年にシステム３７０の実

質上の展開として導入された３０３Ｘシリーズには，当時拾頭してきていたプラ

グ・ コソパティブ ノレ Ｃ　ＰＵメーカーを封じ込めるためＩ　ＢＭ杜にはこれまでに

たかったようた画期的な価格切り下げ戦略がとられることにな ったが　　〔１〕

の（２）の　を参照　　，これは，それと連動した従来機種の価格切り下げと相い

まっ て，ユーザーの買い取りをかつてなく促進することにな った（Ｉ　ＢＭ杜は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３）
従来機種については，買い取りの場合，より大幅な価格切下げを行 った）。

　こうして，１９７０年代に入って，とくに１９７０年代後半に現われてきたレソタル

収入のウニイトの低下，逆に売り切り収入のウエイトの上昇は，製品ライソ ・

レベルの構造変化やそれを背景とした価格戦略の転換を基礎にした，構造的な

ものであ った。したが って，それは，これまで豊富な資金力に依拠しながら ，

自杜 レソタルによる安定的な収入を確保し，さらにそのようないわぱ「ひも．つ

き」のユーザー・ べ一スによる自已増殖を計ってきたＩ　ＢＭ杜の販売構造の１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７４）
つの大きた転換を意味するものであったということができる 。

７２）　目本電子計算機株式会杜ｒ 　Ｊ　Ｅ　Ｃ　Ｃコソピュータ ・ノート（１９８４年版）』１９８４

　年，４４０ぺ一ジ 。
７３），７４）　目本情報処理開発協会『世界 コソピュータ年鑑（１９７９年版）』１９７９年，コ

　ソピュータ ・エージ杜，１２９べ一ジ 。

　　 このような販売構造（収入構造）の転換を前提としてこれまでどおり売上高

　（収入）の増大を持続していくためには，新製品によってユーザーを確保する努

　力がこれまでよりはるかに強く求められることになる 。１９７０年代末以降のＩ　ＢＭ

　　　　　　　　　　　　　　　（５２６）
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　　　杜の新製品戦略の急展開は，このことの端的な現われであるが，この点について

　　　は，さらに次早であきらかにする 。

　　　Ｉ　ＢＭワールド　トレード社（ＩＢＭ１Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａａｅ　Ｃｏ叩ｏｒａｔｍ）　　Ｉ　ＢＭの国外

　　事業

　以上¢，◎では，１９７０年代のＩ　ＢＭ杜の事業構造の変化を事業の分野別構成

および販売方式の視点からみてみた。これまでそれぞれの段階でみてきたよう

に， ここでもこれを，さらに事業の困内 ・国外構成の変化の視点から，この段

階にＩ　ＢＭ杜の事業がとのような世界的な拡がりをもつようにたったかをみて

みる 。

　Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の統括の下におかれたＩ　ＢＭ杜の国外事業活動

は， すでに５でみたように，１９６０年代においてＩ　ＢＭ杜全体の事業活動の中で

のそのウェイトを急速に高め，ユ９６０年代末には，売上高（収入）で３４．７劣，純

利益で４２．６劣を占めるまでにな ったが，１９７０年代に入ってそれが占めるウェイ

トはさらにどのように変化することにたったであろうか。表５９は，１９７０年代に

おげる国外事業，すなわちＩ　ＢＭワールト ・トレート杜の経営実績をＩ　ＢＭ杜

全体の経営実績の中で示したものである（本表は，本稿（６）， 本誌，第３３巻第１号 ，

表５９１９７０年代Ｉ　ＢＭ杜の国内 ・国外別経営実績推移（１９７０～１９８０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

売　　上　　高 純　　禾ｕ　益 売上高純禾Ｕ益率（％）

年
国外；鞘

一

全体 国　内 全体１国内
　　　　　　一

国外
国外上ヒ

率（％） 全体 国内 国外

１９７０ ７， ５０４ ４， ５７１ ２， ９３３ ３９１１ １， ０１８ ５０５ ５１３ ５０ ．４ １３ ．６ １１ ．Ｏ １７ ．４

ｉ

ユ９７１ ８， ２７４ ４， ８６５ ３， ４０９ ４１２１ ！， ０７９ ５１０ ５６９ ５２．７ １３ ．０ １０．５ １６ ．７

１９７２ ９， ５３３ ５， ３８１ ４， ユ５２ ４３ ．６
，
１， ２７９ ５９２ ６８７ ５３ ．７ １３ ．４ １１ ．０ １６ ．６

１９７３ １０，９９３ ５， ８５０ ５， １４３ ４６ ．８ １， ５７５ ７２２ ８５３ ５４ ．２ １４ ．３ １２．３ １６ ．５

１９７４ １２，６７５ ６， ７２８ ５， ９４７ ４６ ．９ １， ８３８ ９１８ ９２０ ５０，１ １４ ．５ １３ ．６ １５ ．５

１９７５ １４，４３７ ７， １６６ ７， ２７１ ５０ ．４ １， ９９０ ８８４ １， １０６ ５５ ．６ １３ ．８ １２．３ １５ ．２

１９７６ １６ ，３０４ ８， １５０ ８， ユ５４ ５０ ．Ｏ ２， ３９８ １， ０８０ １， ３１８ ５５ ．Ｏ １４．７ １３ ．３ １６ ．２

１９７７ １８，１３３ ９， Ｏ０８ ９， ユ２５ ５０ ．３ ２， ７１９ １， ４９１ １， ２２８ ４５ ．２ １５ ．Ｏ １６ ．６ １３ ．５

１９７８ ２１ ，０７６ １０，０３６ １１ ，０４０ ５２．４ ３， １１１ １， ５５１ １， ５６０ ５０．１ １４ ．８ １５ ．５ １４．１

１９７９ ２２，８６３ １０，６１９ １２，２４４ ５３ ．６ ３， ０１１ １， ５８４ １， ４２７ ４７ ．４ １３ ．２ １４．９ １１ ．７

！９８０ ２６ ，２１３ １２，４２６ １３ ，７８７ ５２ ．６ ３， ３９７ １， ６６０ １， ７３７ ５１ ．１ １３ ．０ １３ ．４ １３ ．Ｏ

（出所）ＩＢＭ　Ｃ　ｒｐｏ　ａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ地力
０７去，１９７０～１９８０

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２７）
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２７ぺ一ジの表４０と年次的に接続している）。

　この表からわかるように，Ｉ　ＢＭ杜の事業全体に占める国外事業のウニイト

は， １９７０年代に入ると，その中葉にかげてさらに上昇することにな った。売上

高（収入）では，１９６９年には３４．７劣まで上昇していたものが，１９７０年代に入る

と４０％を超え，１９７５年にはさらに５０％を超えることにな った。そして ，１９７８年

には５２．４劣，１９７９年には５３．６劣にまで上昇することにな った。また純利益では ，

１９６９年に４２．６劣にまで上昇していたものが，１９７０年にはすでに５０％を超え ，

１９７５年にはさらに５５劣を超えるまでにな った。１９７０年代後半にはいく分後退し

て， ５０劣前後を上下することにた ったが，１９７８年には５０．１劣を占めることにな

っていた。こうして，Ｉ　ＢＭ杜の国外事業，すなわちＩ　ＢＭワーノレト ・トレー

ト杜の事業は，１９７０年代中葉 ・後半には，売上高でも純利益でも，Ｉ　ＢＭ杜全

体の事業の半は，ないしそれをいく分超える部分さえ担うレヘルにまで拡大す

ることにたったわげである 。

　さらに，この問の売上高純利益率をみてみると，国外事業のそれは，とくに

１９６０年代末から１９７０年代中葉にかけては，それまでの１３劣台から１５～１６劣台に

までレベノレ ・アヅ プすることになり ，国内事業でのそれを大きく上回わること

にな った。したが って，１９７０年代中葉にかけての国外事業は，すでに１９６０年代

にみられた，国内事業にくらへてより速いスピートで拡大し続げると同時に ，

より高収益を上げうる活動領域としての性格をより鮮卿こ浮び上らせることに

なっ たわけである 。

　このような，Ｉ　ＢＭ杜の事業全体を２分するほとの国外事業のウエイトの高

まりは，改めてその担い手，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜をめぐる組織再編成

の間題をはらませることにな った。１９６０年代末からの事業ウェイトの高まりの

中で，国外事業を総括するＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の組織構造をさらにき

め細かたものにつくり上げることが求められてくることになったということで

ある。またそれには，１９７０年代に入って世界各地域でのＩ　ＢＭ杜をめくる競争

関係がより一層激しさを増してきていた市場状況に対して，より具体的な対応

を求められてきていたという事情も反映していた。そしてこのようた状況を背

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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景に，１９７０年代中葉，Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の大幅の組織再編成がすす

められることになるわけである 。

　この組織再編成そのものについては，つぎの〔２〕で説明することにするが ，

この組織再編成の要は，アメリヵ以外の世界全域を大きく ，ヨーロッパ，中東

およびアフリカ地域と南北アメリカ（合衆国を除く）および極東 ・大洋州地域と

いう２つの地域に分げ，それらの地域の事業を統括する２つの管理会杜を設立

したことであ った 。

　そこで，さらにここでは，国外事業の状況をこのような２つの地域分区の視

点からみておくことが好都合であるが，Ｉ　ＢＭ杜が毎年の経営実績の内容をこ

のような地域区分の視点から（具体的にはアメリヵ国内事業分も含めて，全世界事業

を３つの地域に区分する視点から）整理したものをル舳ｏＺ〃力ｏ〃で公表するよ

うになるのは，１９７７年の分からである。そこで，ここでは，このようた３つの

地域区分にもとづくＩ　ＢＭ杜の１９７７～１９８０年の経営実績推移を示してみると ，

表６０のとおりである 。

表６０１９７０年代後半Ｉ　ＢＭ杜の世界３地域別経営実績推移（１９７７～１９８０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ド ノレ，カ ッコ 内は％）

ヨーロツパ／ 南北アメリカ
年 アメリカ国内 中東／アフリ

（Ｅ／ＭＥ／Ａ）
／極東

杜内（地域間）

取引分の控除 全　　体（Ａ／ＦＥ）

１９７７ ９， Ｏ０８（４９ ．７） ６， ３９１（３５ ．２） ２， ７３４（１５．１）！　　
一

１８，１３３（１００ ．Ｏ）

売 ｉ

１９７８ １０，０３６（４７ ．６） ７， ７７８（３６ ．９） ３， ２６２（１５．５）１　　　一
　　　　　一

２１ ，０７６（１００．Ｏ）

上
１９７９ １０，６１９（４６ ．４） ８， ８３７（３８ ．７） ３， ４０７（１４９）

ｉ
２２，８６３（１００ ．Ｏ）

吉同

１９８０ ユ２，４２６（４７ ．４） ９， ９３２（３７ ．９）

一
２６ ，２１３（１００．０）

１９７７ １， ５０３（５４．９） ８８９（３２ ．５） ３・・（…６）１　 一・・ ２， ７１９（１００ ．Ｏ）

純
１９７８ １， ５６０（４９ ．６） １， １２４（３５ ．８） ４６０（１４・６）１　 ’３３ ３， １１１（１００ ．Ｏ）

利
１９７９ １， ６１２（５２．９） １， ０８２（３５ ．５） ３５５（１１ ．６） ；　　 一３８

　　　　’

３， ０１１（１００ ．Ｏ）

益
１９８０ １， ７２５（４９ ．７） １， ３６０（３９ ．２） ３８８（１１ ．２） １　　 －７６

　　　　一

３， ３９７（１００．Ｏ）

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ地クｏ沽１９７７～１９８０

　表が示しているように，１９７０年代後半に全体としてＩ　ＢＭ杜事業の約半分を

占めるようになった国外事業の中で，さらにヨーロヅバ／中東／アフリカ地域

と南北アメリカ／極東 ・大洋州地域の事業がそれそれ占めるウェイトは，売上

高では前者が３５～３８劣，後者が１５劣程度となっていた。また，純利益では，前

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２９）



７２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

者は売上高とほぼ同程度のウニイトを占めることになっていたが，後者は売上

高よりもいく分低い１２～１４劣程度のウェイトを．占めることにな っていた。これ

が， のちに説明するような世界を２分する２つの地域統括会杜設立の事業基盤

であ った 。

　＠　財務構造

　ここでも，以上でみてきたような１９７０年代の事業構造の実体的な展開をさら

に財務的な側面からかんたんにみておく 。

　表６１は，１９７０年代におげるＩ　ＢＭ杜の財務構造（貸借対照表）の推移を示した

ものである（本表は，本稿（６），本誌，第３３巻第１号，２８～２９ぺ一ジの表４１と年次的に接

続している）。

表６１１９７０年代Ｉ　ＢＭ杜の

ＡＳＳＥＴＳ

　Ｔｏｔａｌ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ａｓｓｅｔｓ

　Ｄｅｆｅｒｒｅｄ　Ｃｈａｒｇｅｓ　ａｎｄ　Ｏｔｈｅｒ　Ａｓｓｅｔｓ

　Ｐｒｏｐｅｒｔｙ　Ａｃｃｏｕｎｔ（Ｎｅｔ）

Ｔｏｔａ１

ＬＩＡＢＩＬＩＴＩＥＳ

　Ｔｏｔａｌ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｌ１ａｂ １１１ｔ１ｅｓ

　Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｄｅｂｔ

　Ｄｅ丘ｅｒｒｅｄ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｔａｘ　Ｃｒｅｄ１ｔｓ

　Ｒｅｓｅ卯ｅｓ

　Ｃｏｍｍｏｎ　Ｓｔｏｃｋ

　Ｒｅｔａｉｎｅｄ　Ｅａｒｎｉｎｇｓ

　（一）Ｔｒｅａｓｕｒｙ　Ｓｔｏｃｋ，ａｔ　Ｃｏｓｔ

Ｔｏｔａ１

１９７０ １９７１ １９７２ １９７３

３． ３８９　　　　　　３．９４９　　　　　　４．８２２　　　　　　５，８３０

（３９．７）　（４１．２）　（４４．７）　（４７．４）

　４１０　　　　　　　　４６５　　　　　　　　７００　　　　　　　　７５７

（４．８）　（４．９）　（６．５）　（６ ．２）

４． ７４０　　　　　　５．１６３　　　　　　５．２７１　　　　　　５，７０２

（５５．５）　（５３．９）　（４８．８）　（４６ ．４）

８． ５３９　　　　　　９ ．５７６　　　　　　１０．７９２　　　　　　１２，２８９

（１００．Ｏ）　（１００．０）　（１００．Ｏ）　（１００．０）

１． ８７７　　　　　　２，０８８

（２２．０）　（２１ ．８）

　５７３　　　　　６７６

（６．７）　（７．１）

　５０　　　　　３９
（Ｏ．６）　（Ｏ ．４）

　９２　　　　　１３１
（１．１）　（１ ．４）

２． ４７８　　　　　　２，６９２

（２９．０）　（２８．１）

３． ４６９　　　　　　３，９５０

（４０．６）　（４１ ．２）

２． ２５９　　　　　　２，５５５

（２０．９）　（２０．８）

　７７３　　　　　６５２

（７．２）　（５ ．３）

　２８　　　　　　３１
（０．３）　（０．３）

　１６６　　　　　２３８

（１．５）　（１ ．９）

２． ９６３　　　　　　　３，２８８

（２７．５）　（２６ ．８）

４． ６０３　　　　　　５，５２４

（４２．７）　（４５ ．Ｏ）

８． ５３９　　　　　　９ ．５７６　　　　　　１０．７９２　　　　　１２，２８９

（１００．０）　（１００．０）　（１００．０）　（１００．０）

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル舳ｏＺ　Ｒ幼ｏ〃，１９７０～ユ９８０ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　７３

　先に５で，表４１によりながら１９６０年代の財務構造をみた際に，とくに負債 ・

資本（Ｌｉａｂｉ１ｉｔｉｅｓ　ａｎｄ　Ｓｔｏｃｋｈｏ１ｄｅｒ’ｓ　Ｅｑｕｉｔｙ）の構造の変化に注目し，この段階に

Ｉ　ＢＭ杜が内部資金に依拠した強力な資金調達基盤を彩成してきていたことを

あきらかにしたが，表６１をみてみると，このようた資金調達基盤が，１９７０年代

においてはさらに強固なものとなってい ったことカミわかる 。

　一方では，長期借入金（Ｌｏｎｇ－Ｔｅｍ　Ｄｅｂｔ）は１９６０年代から続いているウェイ

トの低下傾向が１９７０年代に入っても続き，１９７０年には６．７％にまで低下してい

たものヵミ，１９７８年にはさらに１．４％にまで低下することにな った（１９７３年から

１９７８年にかけては，絶対額も減少している）。

　長期借入金と並ぶもう１つの外部資金源である株式（Ｃｏｍｍｏｎ　Ｓｔｏ・ｋ）につい

財務構造（１９７０～１９８０年 ：各年１２月末現在）

（単位 ：１００万ド ノレ，カ ッコ 内は％）

１９７４ １９７５ １９７６ １９７７　　　　　　　　１９７８　　　　　　　　１９７９ １９８０

（５０．Ｏ）　（５２．３）　（５６．Ｏ）　（５３ ．１）

　２９８　　　　　　　　　３７４　　　　　　　　　８４０　　　　　　　１ ，０１６

（２．１）　（２．４）　（４．７）　（５
．４）

６． ７１９　　７．０４２　　６．９６３　　７，８８９
（４７．９）　（４５．３）　（３９．３）　（４１ ，６）

７． ０１０　　８．１１５　　９．９２０　　１０．０７３　　１０．３２１　　１０．８５１　　９ ，９２５
（４９．７）　（４４．２）　（３７．２）

１． １４８　　　　　　　１ ．４８６　　　　　　　１ ，７６１

（５．５）　　（６．１）　　（６
．６）

９． ３０２　　　　　　１２．１９３　　　　　　１５ ，０１７

（４４．８）　　（４９．７）　　（５６ ．２）

１淵）　駅１）　を淵）ｌ１淋）１榊ポそ壬１１１１）　言淵）

３． ２１０　　３．３６３　　４．０８２　　５ ，２０９
（２２．９）　（２１．７）　（２３．０）　（２７ ．４）

　３３６　　　２９５　　　２７５　　　２７６
（２．４）　（１．９）　（１．５）　（１

．５）

　３６　　　　　　　　　４５　　　　　　　　　６３　　　　　　　　　８８

（０．３）　（Ｏ．３）　（Ｏ．４）　（Ｏ
・５）

　３３５　　　　　　　　４１２　　　　　　　　５５３　　　　　　　　８０８

（２．４）　（２．７）　（３．１）　（４
．３）

３． ５６８　　　　　　　３．８５３　　　　　　　４．０３２　　　　　　　３ ，９４１

（２５．４）　（２４．８）　（２２．７）　（２０ ．７）

６． ５４２　　７．５６３　　　８．７３７　　８，６７８
（４６．６）　（４８．７）　（４９．２）　（４５ ．７）

　　　　　　　　　　　 一２０　　　　　－２１
　　　　　　　　　　（　…）　　（　…）

５． ８１０　　　　　　　６．４４５　　　　　　　６ ，５２６

（２７．９）　（２６．２）　（２４．４）

　２８６　　　１．５８９　　　２，０９９

（１．４）　（６．５）　（７
．９）

　１１０　　　　　　　　　１３９　　　　　　　　　１８２

（Ｏ．５）　（Ｏ．６）　（Ｏ
．７）

１． ０７２　　１．３９５　　１ ，４４３

（５．２）　（５．７）　（５
．４）

３． ９４２　　　　　　　３．９７４　　　　　　　３ ，９９２

（１９．Ｏ）　（１６．２）　（１４．９）

９． ５７５　　　　　　１１ ．０１２　　　　　　１２，４９１

（４６．Ｏ）　（４４．８）　（４６ ．７）

　一２４　　　　　　　　－２５　　　　　　　　－３０

（　…）　　（　…）　　（　…）
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てみてみると，これも１９６０年代から続いているウエイトの低下傾向が続き ，

１９７０年には２９．０劣まで低下していたものが，１９７９年には１６．２〃こまで低下する

ことにな った 。

　以上のような外部資金の動向とは対照的に，内部資金源としての利益剰余金

（Ｒｅｔａｉｎｅｄ　Ｅａｒｎｉｎｇｓ）は，すでに１９６０年代の問に２１．Ｏ％から４０．６刎こまでそのウ

ェイトを急速に高めることにた ったが，さらに１９７０年に入ってもこの傾向は続

き　　その上昇の度合は１９６０年代ほと大幅ではなかったが　　，１９７６年には一

時４９．２％にまでウエイトを高めることになった。その後いく分低下するが ，

１９７９年には，それは４４．８劣を占めることになっていた 。

　また，ウェイトはそれほど大きくたいが，１９７０年代に入って一貫して上昇し

ている内部資金源として，雇用者損害補償金および退職金の準備金（Ｒｅｓｅｒｖｅｓ

ｆｏｒ　Ｅｍｐ１ｏｙｅｅｓ’Ｉｎｄｅｍｎ１ｔ１ｅｓ　ａｎｄ　Ｒｅｔ・ｒｅｍｅｎｔ　Ｐ１ａｎｓ）がある。この準備金の蓄積が

占めるウニイトは，１９７０年には１．１刎こすぎなかったが，１９７９年には５．７〃こま

で上昇することにな っている 。

　以上のように，１９７０年代のＩ　ＢＭ杜の負債 ・資本の構造をみてみると ，１９６０

年代の動きをさらに進める方向でより一層の展開をみせたことがわかる。こう

して，Ｉ　ＢＭ杜は，１９７０年代においては，１９６０年に移成した，内部資金に依拠

する強力な資金調達基盤をより一層強固なものとして確保していくことにな っ

たわげである。いうまでもなく ，Ｉ　ＢＭ杜がこのように利益の内部留保を大き

く拡大して強力な内部資金調達の基盤を形成しえたのは，「第１世代」→「第２

世代」→「第３世代」と確保してきた汎用 コソピ ュータにおげる圧倒的な世界的

市場支配を，１９７０年代の「第３．５世代」に入っても安定的に確保し続げること

に成功したことによるものであ った 。

　以上，とくに資金調達基盤について，１９７０年代のＩ　ＢＭ杜の財務構造は ，

１９６０年代に彬成された内部資金依存型の構造をより一層強める方向で展開して

きたことをあきらかにしたが，もう一度表６１をみてみると ，１９７０年代をとおし

てずっとそのウェイトを低下させてきていた（１９７３年以後は絶対額も）長期借入

金が，１９７９年以降急激にそのウェイトを大幅に上昇させていることに気づく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３２）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　７５

これは，１９７９年に一拠に１３億ドル（杜債５億ドルを含む），さらに１９８０年には５億

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５）
ドノレ という ，かつてない大がかりな長期借入金の導入が行われた結果である 。

Ｉ　ＢＭ杜にとっ て， この時期にこのようたことが必要となったのは，１９７９年か

らいよいよコソピ ュータの「第４世代」を拓く４３００シリーズカミ導入され始め ，

さらに１９８０年代に入ると引き続き通称Ｈシリーズと呼ばれた３０８Ｘシリーズカミ

登場することになるという ，コソピ ュータ事業の新しい段階の開始に対応して ・

製造設備およぴレソタノレ資産の両面での大幅な新規設備投資を必要とすること

になったことによるものであるが，この点については，「第４世代」の展開を

あつかう次章であらためて取り上げることにする 。

　７５）　 ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ａ犯れ〃ｏＺ　Ｒ砂ｏ〃・１９７９・Ｐ
・２７・ｄｉｔｔｏ

・・

１９８０
・Ｐ
・２８

〔２〕１９７０年代中葉における組織構造の変革

　以上〔１〕では，１９７０年代中葉（１９７２～７５年）に進められたＩ　ＢＭ杜の組織構造

の変革をあきらかにするために，まずその基礎にある事業構造が１９６０年代末以

降， １９７０年代中葉にかげてとのように変化したかについて具体的にみてきた ・

つぎに，これに対応して，この時期にＩ　ＢＭ杜の組織構造がとのように変革さ

れることにたったかをみてみることにする 。

　（１）事業部構成の再編成

　¢　１９７２年の再編成

　〔１〕でみてきたように，１９６０年代末から１９７０年代中葉にかけて，Ｉ　ＢＭ杜の

事業構造は，主として２つの点で大きな展開を示した。１つは
・１９６０年代中葉

に導入されたシステム３６０の後継シリーズとしてのシステム３７０の導入であり ・

これによっ てコソピ ュータは世代的にも「第３．５世代」と口乎ぱれる新しい段階

に移行することにな った。もう１つは，すでに１９６０年代後半以降急速に拡大し

つつあ った超小型 コソピ ュータ市場，とりわけミニ ・コソピ ュータ市場への対

応であり ，新シリーズ ・システム３およびその後継機種の導入であった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３３）



７６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　このような，：■ステム３６０以降の新しい事業構造の展開に対応して，Ｉ　ＢＭ

杜の組織構造は，まずなによりもその基礎である事業部構成のレヘルで ，１９６０

年代中葉（１９６５～６６年）以来の大きな再編成を経験することにな った 。

　このような事業部構成の再編成の先陣を切ったのは，１９６９年，セ不ラル ・ノ

ステムス 事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）の設置であ った。すでにみたよう

に， Ｉ　ＢＭ杜では，１９６０年代後半以降急速に拡大しつつあ ったミニ ・コソピ ュ

ータ市場に対応するため，１９６７年１月に出されたシステムズ ・ストラテジ ック

・タスク ・フォース（ＳｙｓｔｅｍｓＳｔｒａｔｅｇ・ｃＴａｓｋＦｏｒｃｅ）のレポートの中の「３７プ

ロジ ェクト」と口乎ぱれる製品ブ ロジ ェクトにもとづいて，とくに１９６８年以降 ，

システム３６０の最下位モデルのさらに下に位置する新しい小型 コソピ ュータの

開発がすすめられ，それが１９６９年７月，システム３として発表されることにな

ったが，このようなシステム３６０の下を行く ，超小型 コソピ ュータの開発，製

造およぴ関連のプ ロクラミソク ・サポートを担う独自の事業部として設置され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６）
たのが，このゼネラノレ ・システムス事業部であった 。

　すでにあきらかなように，このゼネラノレ ・！ステムス事業部は，１９６６年の組

織再編成でシステム３６０の推進のために機能的に整備されることにな った コソ

ピュータ関係の事業部構成に対して，ふたたひ製品単位の事業部構成をもち込

むことにな った。ただ，この段階（１９６９年）においては，ゼネラノレ ・システム

ス事業部が担当したのは超小型 コソピ ュータ関係の開発，製造およひプ ロクラ

ミソグ ・サポート機能についてであ って，販売機能については依然としてデー

タ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｄ・ｖ１ｓ１ｏｎ）が ：■ステム３６０関係の販売機能と

あわせて担当することになっていた。ゼネラノレ ・ノステムス事業部がこの販売

機能も吸収し，超小型 コソピ ュータ関係の事業部として独立性をもつことにな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７）
るのは，１９７４年の組織再編成においてである 。

　〔１〕でみてきたような，１９６０年代末から１９７０年代中葉にかげてのＩ　ＢＭ杜の

事業構造の展開に対応する事業部構成の再編成が本格的に行われることにた っ

たのは，１９７２年においてであ った 。

　この１９７２年の事業部構成の再編成はさらに２段階の経過をたどることにた っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３４）



　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）

図３１１９７２年１月再編成後のＩ　ＢＭ杜組織
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●Ｃｏｍｐｏｎｅｎｆｓ Ｃｏｒｐｏ・ｏｔｌｏ・

Ｄ‘ｖｌｓｉｏｎ ■Ｓ仁１ｅｎｃｅ　Ｒｅｓｅｏｒ〔ト

Ａｓｓｏ〔ｌｏｆｅ言
。

ｌｎ仁

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル１舳Ｚ地力ｏ〃
　１９７２およびＭｏｒｅｈｏｕｓｅ，Ｌ・Ａ・ａｎｄ　Ｒｏｓｅｎｂ１ｕｍ ・Ｊ・Ｗ

・・

　　 ＩＢＭ　，Ｖｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ
　Ｃｏｒｐｃｒａｔｉｏｎ ．　Ｈｏ〃ｏ〃　Ｂ洲肋３ｓｓ　Ｓｏ１ユｏｏＺ　Ｃ ｏｓ２　Ｂｏｏ尾 ，９－３７４－３０３，ｐ

．２１
，

　　Ｅｘｈｉｂｉｔ２より作成 。

たか，ます１９７２年１月 ，これまて１人の上級副杜長兼事業部クノレーフ担当経営

役員（Ｓｉｎｉｏｒ　Ｖｉｃｅ　Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ　ａｎｄ　Ｇｒｏｕｐ　Ｅ・ｅｃｕ七ｖｅ）に率いられてきたデータ処理

機器関連の事業クノレープが，Ｑ開発と製造およぴ，＠マーケティソクとサーヒ

ス， という２つのグノレープに分割され，それぞれ別の上級副杜長によって統

括されることにな った。こうしてできた組織は，図３１のとおりである（このよ

うな構成の組織は，１９６０年代中葉，製品ライソ別から機能別へ事業部構成が再編成され

た際に，その過渡段階として１９６５年に一時期とられたことがある）。

　この１９７２年１月の再編成に際して，注目されたことの１つは，新組織への人

事配置として，新設テータ処理機器開発 ・製造クノレープ（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓ１・ｇ　Ｄｅｖｅ －

１ｏｐｍｅｎｔ／Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｇｒｏｕｐ）の担当経営役員に，すでに１９６９年４３歳で上級副

杜長に抜てきされ，ｒすべての価格設定と利益計画を策定 ・実施してきた男」

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３５）
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といわれた，当時４６歳のオペノレ（Ｏｐｅｌ，Ｊ　Ｒ）が就任したことであ った。これに

よっ て， オベノレは，すでに１９７１年，リァソソ（Ｌｅａｒｓｏｎ，Ｔ．Ｖ．）が取締役会会長

になったあとの杜長のポストを占めることにた ったケアリー（Ｃａｒｙ，Ｆ．Ｔ．）とな

らんで，Ｉ　ＢＭ杜のきたるべき時代を担うトッ ブ・ エクゼクティブとして一躍

脚光をあびることにな った。オペルはこの後間もなく ，１９７４年に，ケアリーが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８）
会長に就任したあと，４９歳で杜長に就任することになった 。

　しかし，このような１９７２年１月の再編成は，最終的なものではなく ，過渡的

なものであ った（それは，１９６０年中葉の再編成におげる１９６５年の時期に類似している）。

〔旧〕

ＤＰ　～、ｏｒｋｅｆｉｎｇ／

　Ｓｅｒｖｉｃｅ

　Ｇｒ◎Ｕｐ

ＤＰ　ＤｅｖｅＩ◎ｐｍｅｎｆ／

　〃、ＯｎＵ干０ｄＵｒｉｎｇ

　　Ｇｒ◎Ｕｐ

図３２１９７２年９月のＩ　ＢＭ杜組織の再編成

　　　　　〔新〕

ＤＰ　 Ｍｏｒｋｅｆｉｎｇ Ｄｏｆｏ　 Ｐｒ◎ｃ６ｓｓ１ｎｇ　ＤＭ ｓ１◎ｎ

ＧｒｏＵｐ （アメリカ国内でのコンピュータの
（ＤＰＭＧ） 販売 ・顧客サービス）

Ｆｉｅｌｄ 　Ｅｎｇｉｎ６ｅ・１・ｇ　Ｄｉ・ｉｓｉ◎ｎ

（アメリカ国内でのコンビュータの
保守サービス）

Ａｄｖｏｎｃｅｃｌ　Ｓｙｓ庁ｅｍｓ　Ｄｅｖｅｌ◎Ｐｍｅｎｆ

ＤＭｓｉ◎ｎ　（大型で新規のアプリケー
ション分野の開発）

ＤＰ 　Ｐ ｒ◎ｄＵｄ

Ｇｒ◎Ｕｐ
Ｇｅｎ６ｒｏｌ　Ｓｙｓｆｅｍｓ　ＤＭｓ１◎ｎ

（ＤＰＰＧ）
（超小型コンピュータの開発 ・製造）

Ｓｙｓｆ８ｍ　Ｄ８ｖｅＩ◎ｐｍ６ｎｆ　Ｄｉｖｉｓ１ｏｎ 　（シス

テム ・アーキテクチュアの決定。通
信機器，ターミナルの開発 ・製造）

Ｓｙｓｆｅｍ　 Ｐｒ◎ｄＵｃｆｓ　ＤＭｓｉ◎ｎ

（汎用 コンピ斗一タの開発 ・製造）

Ｇ６ｎｅｒｏ１Ｐ ｒ◎ｃ１Ｕｄｓ　 Ｄｉｖ１ｓｉ◎ｎ

（周辺装置の開発 ・製造）

（出所）（株）モースト ・アンド ・モア「Ｉ　ＢＭ企業分析（１９８２年度版）』１９８２年，３３ぺ 一ジ図１－５ ，

　　３４ぺ一ジ図１－６より作成 。

（５３６）
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同年９月，さらに新たな事業都構成の再編成が行われた。この１９７２年９月の再

編成を図示してみると，図３２のとおりである 。

　これによっ てあきらかなように，この１９７２年９月の事業部構成の再編成は

すでに１月に形成されていたテータ処理機器関連の２つの事業部クノレープの

うちとくにオペノレの担当するデータ処理機器開発 ・製造グノレーブ（それは ，

のちにデータ処理機器プ ロダクツ ・グループＤａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｇｒｏｕｐと呼ぱ

れるようになっている）にかかわるものであ ったが（データ処理機器マーヶティソグ

／サービス ・グループＤａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ／Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｇｒｏｕｐの方は変っていな

い），その内容は，このデータ処理機器の開発 ・製造および部品供給関係の事

業部グノレープをふたたびデータ処理機器のサブ ・グノレーブ別に再編成し，それ

ぞれの事業部が開発 ・製造 ・部品調達を一貫して行うような体制をもっ たもの

に組みかえるものであ った。すでにはじめにみたように，このような製品分野

別の自立的な事業部の彬成は，１９６９年に新設されたゼ不ラノレ ・！ステムス事業

部で進んでいたが，このような超小型 コ：／ピ ュータ分野を担当するゼネラノレ ・

ンステムス事業部のあり方がさらにテータ処理機器の開発 ・製造関連の事業部

グループ全体に適用されていくことになったわげである 。

　この結果，具体的にデータ処理機器プ ロダクツ ・グノレープは，¢超小型 コソ

ピュータの開発 ・製造を担当するセ子ラ ノレ ・！ステムス 事業部（Ｇｅ・ｅｒａ１Ｓｙｓｔｅｍｓ

Ｄｉｖｉｓｉｏｎ），◎Ｉ　ＢＭ コソピ ュータ ・システムについての長期的な視点からの設

計および通信機器，ターミナノレ製品などの開発 ・製造を担当するシステム開発

事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｄ…ｓ・ｏ・），　汎用 コソピ ュータの開発 ・製造を担

当するノステム ・プ ロタクソ 事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ 新設），およぴ

＠磁気テープ装置，デ ィスク装置，プリソターなどの周辺装置の開発 ・製造に

責任をもつセ不ラノレ ・プ ロタクソ 事業部（Ｇｅｎｅ・ａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ…ｓ・ｏｎ 新設），以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９）
上のような４つの事業部から構成されることにな った 。

　ところで，このようたテータ処理機器のサフ ・クノレープ別の事業クノレープの

再編成について，上にｒふたたび」とのべたが，これはかつて１９５９年の組織

再編成において，中 ・小型および大型のデータ処理機器の分野別にゼネラノレ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３７）
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プロタクソ事業部およぴテータ ・ンステムス事業部という２つの事業部がつく

られ，それぞれが開発 ・製造 ・部品調達を一貫して行うような体制がつくられ

たことがあったからである 。この！９５９年再編成の体制がンステム３６０の時代を

迎えて，単一製品ライソとしてのシステム３６０にふさわレく開発 ・製造 ・部品

供給たどの機能別に再編成されたことはすでに５の〔２〕でみたとおりであるが ，

さらにその後，超小型 コソピ ュータ市場の展開という新しい市場状況の下で ，

Ｉ　ＢＭ杜の事業構造も新しい拡がりをみせることになり ，これに対応して「ふ

たたひ」Ｉ　ＢＭ杜の事業部構成に製品分野別の編成が導入されることにな った

わげである 。

　　７６）　目本電子計算機株式会杜『Ｉ　ＢＭのＦ　Ｓタイム　フレームの中の小型機戦略

　　　　　米司法省／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書分析 シリーズ（第１分冊）』１９７５年，第１章 。

　　７７）（株）モースト ・アソド ・モアｒ　Ｉ　ＢＭ企業分析（１９８２年版）』１９８２年，３２ぺ一

　　　ジ 。

　　７８）１９７２年１月の組織再編成については，情報産業研究会監修『Ｉ　ＢＭ ・１９７０年代

　　　の総括』１９８０年，（株）モースト ・アソド ・モァ，２９～３１べ一ジ 。

　　７９）１９７２年９月の組織再編成については，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ル舳ｏＺ　Ｒ幼ｏ〃，１９７２ ，

　　　ｐｐ２８～１９，Ｍｏｒｅｈｏｕｓｅ，ＬＡ　ａｎｄ 　Ｒｏｓｅｎｂｌｕｍ，ＪＷ ，ＩＢＭ 　Ｗｏｒｌｄ 　Ｔｒａｄｅ

　　　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　Ｈｏ榊ｏ〃Ｂ
ｚ４ｓ加ｇｓｓ　Ｓｏ〃ｏｏＺ　Ｃｏｓ２Ｂｏｏ尾９＿３７４＿３０３．１９７４，ｐ

．２１ ，Ｅｘｈｉｂｉｔ

　　　２，情報産業研究会監修，上掲書，３１～３８べ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア ，

　　　上掲書，３２～３５ぺ一ジ 。

　　　１９７４～７５年の再編成

　以上のような，製品分野別の事業部構成の再編成が行われて２年後の１９７４年

９月，さらにその体制をより徹底する方向での再編成がすすめられた 。

　具体的にいえぼ，超小型 コソ
ーピ

ュータの開発 ・製造を担当してきたゼネラル

・システムス事業部のより一層の独立化がすすめられることにな った 。

　すでに◎でみたように，ゼ不ラル ・！ステムス事業都は１９６９年，Ｉ　ＢＭ杜の

ミニ ・コソピ ュータ市場対応機種としてのシステム３の発表を契機に，超小型

コソピ ュータの開発 ・製造を担当する独自の事業部として設置されたものであ

ったが，これまでのところではゼネラノレ ・ンステムス事業部は開発 ・製造機能

をもつのみで，販売機能をもたない事業部として存在してきていた。この超小

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３８）
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型コソピ ュータ関係の販売機能については，依然としてテータ処理機器事業部

がシステム３６０，３７０などの汎用 コソピ ュータの販売機能とあわせて担当するこ

とになっていた 。

　１９７４年９月の再編成は，このようなゼネラノレ ・ンステムス事業部について ，

超小型 コソピ ュータ関係の権限を大幅に拡大し，開発 ・製造とあわせて販売 ・

サーヒスの機能も担当させるようにしようとするものであ った。これによっ て，

ゼネラノレ ・ノステムス事業部は超小型 コソピ ュータ関係の事業を自主的にすす

めうる体制を確立することにな った 。

　このようなゼネラル ・：ンステムス事業部の独立性は１９７５年に入り ，セ不ラノレ

・ヒソ子ス ・クノレープ（Ｇｅｎｅｒａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｇｒｏｕｐ）の形成およひその中でのゼ子

ラノレ ・ヒソ不ス ・クノレープ国際事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　ＧｒＯｕｐ／Ｉｎｔｅｍａｔ・ｏｎａ１

Ｄｉｖｉｓｉｏｎ）の設置によっ て， さらに大きく展開することにた った 。

　すなわち，１９７５年に入ると，まず第１に，！９７４年の再編成ですすんだゼネラ

ノレ ・ノステムス事業部の自立化をさらにすすめる方向で，このセ不ラノレ ・ンス

テムス事業部を中心にし，さらにそれまでテータ処理機器事業以外のクノレープ

（Ｏｔｈｅｒ Ｇｒｏｕｐ）にまとめられていた，事務機器関係のオフィス ・プ ロダクツ事

業部（Ｏ冊ｃｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ・ｖ１ｓ１ｏｎ）と消耗品 ・付属品関係のイソフォメー：■ヨソ ・

レコース
事業部（Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ　Ｒｅｃｏｒｄｓ　Ｄ・ｖ・ｓ１ｏｎ）をクノレープ化して，新たにセネ

ラノレ ・ビジネス ・グノレープが彩成された。これによっ て， Ｉ　ＢＭ杜におげる小

型のテータ処理機器関係の事業が大きく１つの事業クノレープとして推進される

ことにな った 。

　第２に，さらに同時にこのセ不ラノレ ・ヒソ不ス ・クループの中に，国際事業

部が設置され，この新設事業クノレープの国際的な開発 ・製造 ・販売活動を統括

することにな った。これによっ て， ゼ不ラル ・ヒシ不ス ・クループの事業は ，

アメリカ国内だげではなく ，国外的にも汎用 コソピ ュータ関係の事業とは独立

に（具体的には，のちに説明するＩ　ＢＭワールド ・トレード杜の活動とは独立に）すす

められることになった 。

　こうして，１９６９年ゼネラノレ ・！ステムス事業の設置に始まっ たＩ　ＢＭ杜にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３９）
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げる小型テータ処理機器事業の組織的独立化の動きは，１９７５年，このゼネラノレ

・システムス事業部を中核とするゼネラノレ ・ヒジネス ・グループの設置に至 っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０）
て１つの完結をみることになったわげである 。

　このゼネラ ノレ ・ビジネス ・グループからは，１９７５年以降，すでにふれたよう

にンステム３の後継機種としてのシステム３２（１９７５年３月），さらにシステム３４

（１９７７年４月）およぴンステム３８（１９７８年１０月），またンステム７の後継機種とし

てのシリーズ１（１９７６年１１月），ポータブ ノレ ・コソピ ュータとしての５１００（１９７５年

９月）など，独自の コソセヅ プトにもとつく新機種が矢つぎ早に発表されてい
　　　　　　８１）
くことにな った（ヵ ツコ 内の年月は，発表年月）。 しかし，このようなゼネラノレ

・

ビジネス ・グノレープの独自の製品戦略の展開は，１９７０年代末から１９８０年代にか

けて，ふたたぴ汎用 コソピ ュータ事業を担当する２つのテータ処理機器事業ク

ノレープとの間に新たな矛盾を浮び上がらせることにな った。そしてそれは，さ

らに新たな事業部構成の再編成に導くことになるのであるが，この点について

は， １９８０年代前半の組織変革を取り上げる次早で説明することにする 。

　ところで，１９７５年に入ってのもう１つの大きな事業部構成の再編成は，テ

ータ処理機器マーケティソク ・クノレープの先進 ンステム 開発事業部（Ａｄｖａｎｃｅｄ

Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｄ．ｖ．ｓ，ｏｎ）とテータ処理機器プ ロタクソ ・クノレープのンステ

ム開発事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｄ１ｖｌｓ１ｏｎ）が解体され，新たにンステム ．コ

ミュニケーノヨソス
事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｃｏｍｍｕｍｃａｔ１ｏｎｓ　Ｄ・ｖ・ｓ・ｏｎ）がテータ処理機

器プ ロダクツ ・グノレープの中に設置されたことである 。

　すでにみたように，先進 ：■ステム開発事業部は１９５９年の再編成に際して，そ

れまでの特殊エソソニアリソク製品事業部の活動を継承し，Ｉ　ＢＭ杜の コソピ

ュータを使って種々の新しい目的に即応した先進的な情報処理システムをつく

り上げ，コソピ ュータの新しい市場を開拓する事業を担当するものであった 。

また，ソステム開発事業部は，先の１９７２年の再編成に際して ，Ｉ　ＢＭコソピ ュ

ータ ・システムについての長期的な視点からの設計と通信機器，ターミナノレ製

品などの開発 ・製造を担当するものとして設置されたものであ った。しかし ，

１９７０年代も中葉に至り ，一方ではつぎの「世代」（ｒ第４世代」）の コソピ ュータ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４０）
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の設計がより具体的たものとされることが迫られてきており ，！ステム開発事

業部が担っていたつぎの「世代」の コソピ ュータ ・システムの基本設計の機能

がより具体的な作業段階に移されなげればならなくなってきていた。また，他

方では，この段階になると，コソピ ュータ事業のつぎの新たた展開として通信

（Ｃｏｍｍｍｉｃａｔｉｏｎ）システムとの結合が大きく浮び上ってくることになってきて

いた。このような状況の下で，上の２つの事業部はこれまでの業務内容を整理

するため解体され，新たに通信システムを中心とした コソピ ュータ応用システ

ムの開発 ・製造を担当するンステム ・コミュニケーンヨソス事業部が設置され

　　　　　　　　　　　　８２）
ることにな ったわげである 。

　８０）　以上，ゼネラノレ ・ビジネス ・グループの形成に至るプ ロセスについては ，

　　　Ｌａｍｏｎｄ，Ｆ ．， ＩＢＭ　ｖｅｒｓｕｓ　ＩＢＭ，Ｄ〃ｏ舳ｏ肋〃，Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９７９，ｐｐ
．１４３～１４７

，

　　　情報産業研究会監修，上掲書，４１～４２ぺ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア，上

　　　掲書，３５～３６べ一ジ 。

　　８１）（株）モースト ・アソド ・モア，上掲書，３９５～３９６ぺ一ジの表より 。

　８２）情報産業研究会監修，上掲書，４３ぺ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア，上掲

　　　書，３５ぺ一ジ 。

　　　１９７５年の事業部構成とその後の展開

　以上のような展開を経て，１９７５年末の時点ででき上っていたＩ　ＢＭ杜の事業

部構成は，図３３のとおりである。以下，これらの各事業部についてかんたんに

説明しておく 。

　〔テータ処理機器プーヶティソク ・クループ（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｍａｒｋｅｔｍｇ

Ｇｒｏｕｐ）〕

　¢　テータ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓ・ｎｇ　Ｄ１ｖ・ｓ１ｏｎ） ・のちにのべるテー

タ処理機器プ ロダクト ・グノトプで開発 ・製造される汎用 コソピ ュータのアメ

リカ国内での販売 ・顧客サーピスを担当。本部はニューヨーク州ホワイト ・プ

レーソズ（Ｗｈｉｔｅ　Ｐ１ａｉ・ｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）にあり ，国内一円に営業所（Ｓａ１ｅｓ　Ｏ笛ｃｅ）

をもっ ていた 。

　◎　連邦政府向げ ノステム 事業部（Ｆｅｄｅｒａｌ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ１ｖ１ｓ・ｏｎ）…・・連邦政府向

げの軍事用や宇宙開発用なとの先進的な庸報処理システムの開発 ・提供を担当 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４１）



８４ 　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

図３３１９７５年再編成後のＩ　ＢＭ杜組織（事業部門構成のみ）

Ｂ◎◎ｒｄ　ｏｆ　Ｄｉｒｅｃｆ◎ｒｓ

Ｃ◎・ｐｏ・◎廿ｅ　Ｏ冊 ｃｅ

ＤＰ　Ｍｏｒｋｅｆ１ｎｇ ＤＰ　Ｐ ｒｏｄＵｄ Ｇｅｎｅｒｏｌ　ＢＵｓｉｎｅｓｓ ｌＢＭ　Ｗｏｒ１ｃ１Ｔ ｒｏｃｌｅ

Ｇ・◎・ｐ（ＤＰＭＧ） Ｇｒ◎Ｕｐ（ＤＰＰＧ） Ｇｒ◎Ｕｐ（Ｇ８Ｇ） Ｃｏｒｐ◎ｒｏｌｉ◎ｎ

●Ｄｏｆｏ　Ｐ ・◎ｃｅｓｓ１ｎｇ ●Ｇｅｎｅｒｏｌ　Ｐ ｒｏｄＵｃｆｓ ●Ｇｅｎｅｒ◎ｌ　ＢＵｓｉｎｅｓｓ ●ｌＢＭ　Ｗｏｒ１ｃ１Ｔ ｒｏｄｅ

Ｄ１ｖｉｓｉ◎ｎ Ｄ１ｙ１ｓｉｏｎ ＧｒｏＵｐ／ Ｅ／ＭＥ／Ａ

●Ｆｅｄｅｒｏｌ　Ｓｙｓｆｅｍｓ ●Ｓｙｓｆｅｍ １ｎｆｅｒｎＯｆｉＯｎＯｌ Ｃｏｒｐ◎ｒ◎ｆｉ◎ｎ

Ｄ１ｙ１ｓｉ◎ｎ Ｃ◎ｍｍＵｎ１ｃｏＨｏｎｓ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ ●ｌＢＭ　Ｗ◎ｒ１ｃｌ　Ｔ ｒｏｃｌｅ

●Ｆ１ｅｌｄ　Ｅ・ｇ１・ｅｅ・一
ＤＭ ｓ１ｏｎ ●Ｇｅ・ｅｒｏ１Ｓｙｓｆｅｍｓ Ａ／ＦＥ

ｉｎｇ　ＤＭ ｓｉ◎ｎ ●Ｓｙｓｆｅｍ　Ｐ ・◎ｄＵｄｓ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｃ◎ｒｐｏｒｏｆｉｏｎ

Ｄｉｖ１ｓｉ◎ｎ ●ｌｎ子ＯｒｍＯｆ１Ｏｎ

●（Ｄｏｆｏ　Ｓｙｓｆｅｍｓ ＲｅＣＯｒｄＳ

Ｄ１・ｉｓ１ｏ・） Ｄ１ｖｉｓｉ◎ｎ ●Ｒｅｏｌ　Ｅ ｓｆｏｆｅ ＆

●ＲｅＳｅＯｒＣｈ ●Ｏ冊 ｃｅ　Ｐ ｒ◎ｄ Ｕｃｆｓ Ｃ◎ｎｓｆｒＵｄｉｏｎ

Ｄｉｖｉｓｉｏｎ Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ Ｄｉｖｉｓ１ｏｎ

●（Ｇｅ・ｅｒｏｌ ●Ｓｄｅｎｃｅ　Ｒｅｓｅｏｒｃｈ

Ｔｅ・ｈ・◎１ｏｇｙ Ａｓｓｏｃｉｏｆｅｓ ，１ｎｃ

Ｄｉｖ１ｓ１ｏｎ）

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ス舳舳Ｚ　Ｒ功ｏ〃，１９７５より作成 。

（注）（）内のＤｉｖｉｓｉｏｎ は１９７６年以降に設置されたもの（本文の説明を参照）。

本部はメリーラソト州ベセスタ（Ｂｅｔｈｅｓｄａ，Ｍａｒｙｌａｎｄ）にあり ，さらに主要な関

係設備がつぎのようなところにあ った。　　ゲイザースハーク（Ｇａ１ｔｈｅｒｓｂｕｒｇ ，

Ｍａｒｙｌａｎｄ），プナサス（Ｍａｎａｓｓａｓ，Ｖ１ｒｇｍ１ａ），オウェコ（Ｏｗｅｇｏ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ），ウ

ェストレイク ・ヴィレッ ジ（Ｗｅｓｔ１ａｋｅ　Ｖｉ１１ａｇｅ，Ｃａ１ｉｆｏｍｉａ），ハソツヴィノレ（Ｈｕｎｔｓ －

ｖ１１１ｅ，Ａｌａｂａｍａ），ヒューストソ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａｓ）。

　　　フィーノレト ．エソシニアリソク事業部（Ｆ１ｅｌｄ　Ｅｎｇ１ｎｅｅｒｍｇ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）　 ・

テータ処理機器プ ロタクト ・クループによっ て開発 ・製造され，上記テータ処

理機器事業部によっ てアメリカ国内に販売される汎用 コソピ ュータに対するメ

ソテナソス ・サービスおよびプ ログラミソグ ・サポートを担当。本部はホワイ

ト・ プレーソズにあり ，国内一円に営業所（Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｏ箭ｃｅ）をもっ ていた 。

　〔テータ処理機器プ ロタクト ・クノレープ（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｐｒｏｄｕ・ｔ　Ｇｒｏｕｐ）〕

　＠　ゼネラノレ ・プ ロタクソ 事業部（Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ…ｓ・ｏｎ）　テープ装置 ，

ディスク ・ファイル，大容量記憶システム などの記憶システム，システム ・プ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４２）
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リソター プロ グラム製品，プ ログラミソグ言語などの世界各地での開発とア

メリカ国内での製造を担当。本部はカリフォルニア州サソ ・ホセ（Ｓａ・Ｊｏｓｅ ，

Ｃａｌ・ｆｏｍ・ａ）にあり ，さらにキャソヘル（Ｃａｍｐｂｅ１１，Ｃａｈｆｏｍａ）とサ：／ ・ホセに製

造所，バロ ・アノレト（Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，Ｃａ１１ｆｏｍａ），サソ ・ホセ，ホウ ノレター（Ｂｏｕｌｄｅｒ，

Ｃｏｌｏｒａｄｏ），およびエソデ ィコット（Ｅｎｄｉｃｏｔｔ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）に開発研究所をもっ て

いた。またその開発活動はイギリスのハースレイ（Ｈｕｒｓｌｅｙ，Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｋ１ｎｇｄｏｍ）

と西トイソのべ 一フリソゲソ（Ｂｏｅｂｌｍｇｅ・，Ｗｅｓｔ　Ｇｅｍａ・ｙ）の研究所によっ て支

援されることにな っていた 。

　◎　 ：■ステム ・コミュニケー■ヨソス 事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｃｏｍｍｕｍｃａｔ１ｏｎｓ　Ｄ１ｖ１－

ＳｉＯｎ）……通信システムを中心とした コソピ ュータ応用システムおよび関連プ

ログラムの世界各地での開発とアメリカ国内での製造を担当。本部はニューヨ

ーク州ハリソソ（Ｈａｒｒ１ｓｏｎ，ＮｅｗＹｏｒｋ）にあり ，ラーレイ（Ｒａ１ｅ・ｇｈ，ＮｏｒｔｈＣａｒｏ －

１ｉｎａ）に開発研究所と製造所をもっ ていた。またその開発活動は，エソデ ィコ

ヅト ，　キソクストソ（Ｋｍｇｓｔｏｎ，ＮｅｗＹｏｒｋ），　ポーキーブンー（Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ ，

ＮｅｗＹｏｒｋ），ヨークタウソ ・ハイソ（ＹｏｒｋｔｏｗｎＨｉｇｈｔｓ，ＮｅｗＹｏｒｋ），ゲイザ ー

スハーク ，ロス ・カトス（Ｌｏｓ　Ｇａｔｏｓ
，Ｃａ１・ｆｏｍ・ａ），マナサスでも行われていた 。

さらにそれは目本の藤沢，イギリスのハーズレイ ，フラソスのラ ・ゴード（Ｌａ

Ｇａｕｄｅ，Ｆｒａｎｃｅ），オラソタのエイトホーソ（Ｕ１ｔｈｏｏｍ，Ｔｈｅ　Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ）の研究

所によっ て支援されることになっていた 。

　　　システム ・プ ロダクソ 事業部（Ｓｙｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ１ｖ・ｓ１ｏｎ） ・　汎用 コソピ

ュータと関連プ ログラムの世界各地での開発とアメリカ国内での製造，および

ロソヅク，メモリーなとの コソピ ュータ部品の他のＩ　ＢＭ杜製造所への供給を

担当。本部はハリソ川こあり ，バーリソトソ（Ｂｕｒ１ｉｎｇｔｏｎ，Ｖｅｍｏｎｔ），イースト

・フィッシ ュキル（ＥａｓｔＦｉｓｈｋｉｌ１，ＮｅｗＹｏｒｋ），ポーキープシー ユソデ ィコッ

トに開発研究所と製造所，ブ ノレッ クリソ（Ｂｒｏｏｋ１ｙｎ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ），キソグストソ

に製造所をもっ ていた。さらにその開発活動は，西ドイツのべ一ブリソゲソ ，

フラソスのエソソヌ（Ｅｓｓｏｎｅｓ，Ｆｒａｎｃｅ），オーストリアのウィーソ（Ｖ１ｅｍａ ，

Ａｕｓｔｎａ）の研究所によっ て支援されることにな っていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　（５４３）
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　〔ゼネラノレ ・ヒシネス
・クノレープ（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｇｒｏｕｐ）〕

　¢　ゼネラノレ ・ソステムス 事業部（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ
１ｖ１ｓ１ｏｎ）　超小型 コソ

ピュータと関連プ ログラムの世界各地での開発とアメリカ国内での製造および

販売 ・サーヒスを担当。本部はショーソア州アトラソタ（Ａｔｌａｎｔａ，Ｇｅｏｒｇ１ａ）に

あり ，ロ チェ
スター（Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ，Ｍｍｎｅｓｏｔａ），ポカ ・ラトソ（ＢｏｃａＲａｔｏｎ

，Ｆ１ｏｒ１ｄａ）

に開発研究所と製造所，メソロ
・バーク（Ｍｅ・１ｏ　Ｐａｒｋ，Ｃａｌ・ｆｏｍ１ａ）に開発研究

所をもっ ていた。さらにそれは，国内一円に販売 ・サーヒス営業所をもっ てい

た。

　ゆ　イソフォメー１／ヨソ ．レコ ース 事業部（Ｉｎｆｏｍａｔ．ｏｎ　Ｒｅｃｏｒ
ｄｓ　Ｄ．ｖ．ｓ．ｏｎ）

磁気テーブ，デ ィスケット ，データ ・モジ ューノレ，デ ィスクバックなどのアメ

リカ国内での販売，およびデータ処理用カード，ビジネス ・フォーム，その他

の消耗品のアメリカ国内での製造と販売を担当。本部はニュージャージー州の

プリソストソ（Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ，ＮｅｗＪｅｒｓｅｙ）にあり ，デイトソ（Ｄａｙｔｏｎ・ＮｅｗＪｅｒｓｅｙ）

とワシソトソ（Ｗａｓｈｍｇｔｏｎ，Ｄ　Ｃ）に製造所をもっ ていた。さらにそれは国内一

円に営業所をもっ ていた 。

　ゆ　オフィス ．プ ロタクソ 事業部（Ｏ箭ｃｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ
．ｖ．ｓ．ｏｎ）　 タィプラィ

ター 複写機，書き取り装置なとさまさまの事務機器およぴ関連消耗品の世界

各地での開発とアメリカ国内での製造と販売 ・サービスを担当。本部はニュー

ジャージー州のフラソクリソ ・レイグス（ＦｒａｎＫ１ｉｎ　Ｌａｋｅｓ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙ）にあり ，

オースチソ（Ａｕｓｔｍ　Ｔｅｘａｓ），ボウ ノレター レキ ：■ソトソ（Ｌｅｘｍｇｔｏｎ
・Ｋｅｎｔｕｃｋｙ）

に開発研究所と製造所，クリーソキャッスノレ（Ｇｒｅｅｎｃａｓｔｌｅ，Ｉｎｄ・ａｎａ）に製造所

をもっ ていた。さらにそれは国内一円に販売 ・サービス営業所をもっ ていた ・

　＠　ゼネラノレ ・ヒシネス ・クノレープ国際事業部（Ｇｅｎｅｒａ１ＢｕｓｍｅｓｓＧ
ｒｏｕｐ／Ｉｎｔｅｒ

－

ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ）一・・アメリカ国外１７ケ国（のちに２４ヶ国）でのゼネラ ノレ ．シス

テムス事業部およぴオフィス ・プ ロタクソ事業部関係の製造およぴ販売 ・サ ー

ヒス活動を担当。本部は ニューヨーク州のポートチ ェスター（Ｐｏｒｔ　Ｃｈｅｓｔｅｒ

Ｎｅｗ　Ｙｄｒｋ）にあ った 。

　〔その他の事業部 ・子会杜〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４４）
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　◎　研究事業都（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ１ｖｌｓ１ｏｎ）　基礎的な研究と潜在的 ・長期的に重

要性をもつ技術の開発を通して，会杜が関心をもつ諸分野に科学的知識を注入

する使命をもつ。本部はニューヨーク州 ヨークタウソ ・ハイッにある，コソピ

ュータ ・サイェソスに関する世界最大の研究所の１つてあるＴｈ　Ｊワトソソ

研究所（Ｔｈｅ　Ｔｈｏｍａｓ　Ｊ．Ｗａｔｓｏｎ　Ｒｅｓｅａ・・ｈ　Ｃｅｎｔｅ・）にあり ，その活動はさらにカ

リフォル ニア州にあるサソ ・ホセ
研究所（Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）とスイ

スにあるチ ューリッヒ 研究所（Ｚｕｒｉｃｈ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）で行われていた 。

　＠　不動産 ・建設事業部（Ｒｅａ１Ｅｓｔａｔｅ　ａｎｄ　Ｃｏｎｓｔｒ・ｃ正１０ｎ　Ｄ…ｓ・ｏ・）　 アメリカ

国内でのＩ　ＢＭ杜の事業に必要とされる用地の選定と取得，建物の設計と建設 ，

施設の購入と賃借，さらに世界各地での不動産に関する計画や査定を担当し ，

また ニューヨーク地域（Ｔｈｅ　ｇｒｅａｔｅｒ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ　ａｒｅａ）にある管理部門（本杜や事

業部本部）や事業所に対する施設サーヒスを行った。本部はニューヨーク州の

レイ ・リッシ（Ｒｙｅ　Ｒ１ｄｇｅ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）にあ った 。

　＠サイエソス ・リサーチ ・アソシニーツ 杜（Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｒｅｓｅａｒｃ
ｈ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ

，

Ｉｎｃ．）…… 先にみたように１９６４年，Ｉ　ＢＭ杜が傘下におさめた各種教材 ・教育サ

ーヒス事業の会杜で，さまざまなタイプの学校用，家庭用，企業用の教材，各

種のテスト ・サーヒス，学校児童用図書 ■ステムなとの提供事業を営んでいた 。

本杜はシカゴ（Ｃｈｉｃａｇｏ，Ｉｌｌｉｎｏｉｓ）にあ った 。

　以上，図３３で示されているような，１９７５年末の時点てでき上ったＩ　ＢＭ杜の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３）
事業部構成をみなから，各事業部の業務分担についてかんたんに説明した（Ｉ

ＢＭワーノレド ・トレード杜の関係については，つぎに項目を改めて説明する）。

　ところで，このような１９７５年の事業部構成はその後１９７０年代後半にかげて ，

さらにいくつかの点で新たな展開を示した 。

　その第１は，１９７７年８月 ，ゼネラノレ ・ビジネス ・グ ノレープの中にｒＬ　Ｓ　Ｉ

（大規模集積回路）事業部」としてのゼ不ラル ・テクノロソー 事業部（Ｇｅｎｅｒａ１

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ）が創設されたことである。その母体となったのは，システ

ム・ プロタクソ事業部の下にあったハーリソトソの部品開発研究所と製造所お

よぴンステム ・コミュニケーンヨソ事業部の下にあったマナサスの部品開発研

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４５）



８８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

究所であったが，これらを統合して新しい事業部をつくり ，発展著しいＬ　Ｓ　Ｉ

の開発 ・製造の担い手とすることがめざされた。その結果，ここからコソピ ュ

ータの新「世代」を切り拓く超ＬＳ 　Ｉ ，６４Ｋビ ット ・メモリーが生み出され ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４）
その量産体制が確立されることになった。そして，この６４Ｋヒット ・メモリー

は， 実際に１９７８年以降，８９００情報システム，システム３８．４３００シリーズたどに

導入され，コソピ ュータ「第４世代」が開始されていくことになるが，この点

については，次早で改めて説明することにする 。

　新たな展開の第２は，やはり１９７０年代末から１９８０年代にかげての「第４世

代」の展開と関連してくるが，１９７８年５月，データ処理機器プ 回ダクト ・グル

ーブで汎用 コソピ ュータの開発 ・製造を担当してきていたシステム ・プ ロダク

ツ事業部が再編成され，システム３７０のモデノレ１１５，１２５，１３８，１４８などの中 ．

小型機種を担当するンステム ・ブ ロタクソ事業部（旧来の名称を踏襲）と，モテ

ノレ１５８，１６８や１９７８年に出された３０３Ｘンリースなどの大型機種を担当するテー

タ・ ンステムス 事業部（Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）に分割されたことである 。

　このようた事業部体制にもとづいて，１９７９～１９８０年にはンステム ・プ ロタク

ツ事業部からはンステム３７０モテノレ１１５～１４８の後継機種にあたる「第４世代」

コソピ ュータ４３００シリーズ（具体的には４３３１と４３４１），別称Ｅシリーズが出され ，

またテータ ・ンステムス事業部からは３０３×！リースの後継機種として１９８１年

以降「第４世代」の大型 コソピ ュータ３０８Ｘシリーズ，別称Ｈシリーズが出さ

れていくことになる。これによっ てもあきらかなように，上の１９７８年５月の旧

ンステム ・プ ロタクソ事業部の２分割は「第４世代」コソピ ュータ戦略展開の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８５）
ための組織体制づくりであったわげである 。

　以上のような，１９７５年再編成後のさらに新たな展開をふまえて，ここであら

ためて１９７０年代末の段階におげるＩ　ＢＭ杜の製造所 ・研究所体制を事業都別に

示しておくと，表６２のとおりである 。

　本項前段で説明した１９７５年段階の体制と対比してもっとも大きく変化した点

は， すでにあきらかなように，ゼ不ラノレ ・テクノロシー事業部の新設，およぴ

旧システム ・プ ロタクソ事業の新 ！ステム ・プ ロタクソ事業部とデータ ・１ス

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４６）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本） ８９

　　表６２１９７０年代末Ｉ　ＢＭ杜のアメリカ国内製造所（工場） ・研究所（１９７９年）

（１）製造所（工場）

製造所名 所在地（州） 主　要　製　造　品　目

データ処理機器プロダクト ・ゲループ

ゼネラル ・プ ロダクツ事業部

Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ

Ｔｕｓｃｏｎ

Ｃａ１ｉｆｏｒｎｉａ

Ａｒ三ｚｏｎａ

・直接アクセス記憶装置とその制御装置

・磁気テープ装置

・大容量記憶システム

システム ・プリソタ（ノソイソパクト型）

フレキシブル ・メデ ィア

システム ・コミュニケーシ ョソズ事業部

Ｒａｌｅ１ｇｈ

Ｃｈａｒ１ｏｔｔｅ

Ｎ． Ｃａｒｏ１ｉｎａ

ＮＣａｒｏ１ｍａ

・表示装置

・分散システム

・産業用システム

・鍵盤機構

・金融機関向げシステム

・サーキ ット ・カード

ツステム ・プ ロダクツ事業部

Ｅｎｄｉｃｏｔｔ Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ ・中型プ ロセッ サ

印刷装置

プリソト回路バッケージ

データ ・システムズ事業部

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ

Ｅａｓｔ　Ｆｉｓｈｋｉｌ１

Ｂｒｏｏｋｌｙｎ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

・大型プ ロセッ サ

　ロ ジックとメモリー

印刷装置と表示装置

・回線交換装置

・電源装置，冷却装置

ゼネラル ・ピジネス ・グループ

ゼネラル ・システムズ事業部

Ａｕｓｔｉｎ

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ

Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ

Ｔｅｘａｓ

Ｆ１ｏｒｉｄａ

Ｎ征ｉｎｎｅＳＯｔａ

・磁気媒体と画像製品

オフィス ・システム

・小売業向げシステム

オ□デ ィオ ’タイピソグ ・ユニット

・小型プ ロセッ サ

マトリックス ・プリソタ

・比較的安価な汎用情報処理システム

　Ｏ　Ｃ　Ｒ

イソフォメーシ ョソ ・レコーズ事業部

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ Ｆ１ｏｒ１ｄａ ・デ ィスケ ット

（５４７）



９０ 立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

研究所名
１所在地（州二）１

主要開発品 目
Ｄａｙｔｏｎ

ａｓｈｉｎｇｔｏｎ，Ｄ．Ｃ

Ｎｅｗ　 Ｊｅｒｓｅｙ ・紙カード，医療用装置とその消耗品

・紙カードとフォーム類

オフィス ’プ 回ダクツ事業部

Ｂｏｕ１ｄｅｒ

Ｇｒｅｅｎｃａｓｔ１ｅ

ｅｘｉｎｇｔｏｎ

Ｃｏ１ｏｒａｄｏ

ｎｄｉａｎａ

ｅｎｔｕｃｋｙ

・複写機とその消耗品

・紙カードとフォーム 類， 磁気記録媒体

・電動 ・電子タイプライタとその消耗品

ゼネラル ・テクノロ ジー事業部

Ｂｕｒ１ｉｎｇｔｏｎ １・・・…ｔ Ｉ 回ジ ックとメモリー
（２）研　　究　　所

研　究　所　名 所在地（州） 主　要　開　発　品　目

研究事業部
Ｔｈ．Ｊ．Ｗａｔｓｏｎ

Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ

・基礎研究

・基礎研究

データ処理機器プ１コダクト ゲループ

ゼネラル プロ ダクソ事業部

Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ

Ｔｕｓｃｏｎ

Ｓａｎｔａ　Ｔｅｒｅｓａ

Ｃａ１１ｆｏｒｎ１ａ

Ａｎｚｏｎａ

Ｃａ１ｉｆｏｒｎｉａ

・直接アクセス記憶装置（ＤＡＳ　Ｄ）とその制御
装置

・磁気テープ装置

大容里記憾 ンステム

システム ・プリソタ（ノソイソバクト型）

フレキシブル ・メデ ィア
プ１コ グラミソグ

ヅステム ’コミュニケー：■ヨ：■ズ事業部

Ｒａ１ｅｉｇｈ

Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ

Ｋｍｇｓｔｏｎ

Ｇａ１ｔｈｅｒｓｂｕｆｇ

Ｎ． Ｃａｒｏｌｉｎａ

Ｎ． Ｃａｒｏｌｉｎａ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

Ｍａｒｙ１ａｎｄ

・表示装置

・分散システム

・産業用システム

プ臼グラミソグ

鍵盤機構

・金融機関向けシステム

・サーキ ット ・カード

・表示装置

・通信システム

’プログラミソグ

・電源装置

・衛星通信

ンステム ・プ 回ダクヅ事業部

Ｅｎｄｌｃｏｔｔ Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ ・中型プ 目セッ サ

・印刷装置（端末，システム）

（５４８）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本） ９１

研　究所名 所在地（州） 主要　開　発　品　目

・システム制御プ ログラム

プリソト回路テクノロ ジー

データ ・システムズ事業部

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ

Ｅａｓｔ　Ｆｉｓｈｋｉ１１

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

・大型プ ロセッ サ

システム制御プ ログラムとプ ログラム ・プ ロ
　ダクト

・大型プ ロセッサ ・テクノロ ジーとテクニカノレ
　・ サポート

・ロ ジックとメモリー

・基礎半導体テクノロ ジー

・バッ ケージソグ

ゼネラル ・ピジネス ・ゲループ

ゼネラノレ ・システムズ事業部

Ａｕｓｔ１ｎ

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ

Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ

Ｔｅｘａｓ

Ｆ１ｏｒｉｄａ

Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ

オフィス ・システムと関連の印刷装置

・データ ・エソトリー・ システム

・業務別端末装置

・小型プ ロセッサ

・マトリックス ・プリソタ

・比較的安価な汎用情報処理システム

・汎用端末システム

・記憶装置

イソフォメーショソ ’レコーズ事業部

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ

Ｍｏｕｎｔ 　Ｋｉｓｃｏ

Ｆ１ｏｒｉｄａ

Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ

・先進的な製造システム

・医療用システム

オフィス ・プ ロダクツ事業部

Ａｕｓｔｉｎ

Ｂｏｕ１ｄｅｒ

Ｌｅｘｉｎｇｔｏｎ

Ｔｅｘａｓ

Ｃｏ１ｏｒａｄｏ

Ｋｅｎｔｕｃｋｙ

・磁気媒体を使った事務機器とシステム

・画像入力処理装置

．オーデ
ィ’

オ’ タイピソグ ・ユニット

・複写機

・電動 ・電子タイプライタ

ゼネラル ・テクノロ ジー事業部

Ｂｕｒ１ｉｎｇｔｏｎ Ｖｅｒｍｏｎｔ 　ロ ジックとメモリー
・事務機器と小型コソピ干一タに関するテクノ
ロジーとそのバッケーシソグ

デ□タ処理機器マーケティング ケループ

連邦政府向げシステム事業部

Ｎ征ａｎａＳＳａＳ Ｖｉｒｇｉｎｉａ ・艦船搭載 ・防衛システム

航空機搭載 ■ステム

・宇宙システム

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ皿の各事業グループの案内パンフレット（１９７９年発行）より作成。

（５４９）



　９２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

テムス事業部への分割 ・再編成によっ て， それが大きく再編成されることにな

ったことである。具体的にいえは，かつて旧 ノステム ・プ ロタクソ事業部の傘

下にあった製造所 ・研究所が新設の上の３つの事業部の下に再編成されること

になった　　新 ンステム ・プ ロタクソ事業部の製造 ・研究はエソティコヅトに

集中されるとともに，バーリソトソはゼネラノレ ・テクノロシー事業部の下に ，

またポーキプシーを中心としてその他の製造所 ・研究所はデータ ・システムズ

事業部の下に移された 。

　また，１９７０年代後半には，新たにゼネラノレ ・プ ロタクツ事業部でソーソソ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．８６）

（Ｔｕｓｃｏｎ・Ａｒ１ｚｏｎａ）とサソタ ・テレサ（ＳａｎｔａＴｅｒｅｓａ，Ｃａ１１ｆｏｍ１ａ），ンステム ・コ

ミュニケーンヨソス事業部で！ヤーロッ テ（Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，Ｎｏｒｔｈ　Ｃａｒｏ１ｍａ）とい った

製造所 ・研究所（サソタ ・テレサは研究所のみ）が新設されることにな っている 。

　ところで，これらＩ　ＢＭ杜のアメリヵ国内の製造所 ・研究所は，すでにのべ

たように・Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の傘下にあるアメリカ国外の製造所 ・

研究所と密接な結びつきをもっ て活動しており ，１９７０年代に入るとそのような

世界的な製造 ・研究分担体制はより一層徹底したものとなってきていた。そこ

で， さらにこの点をあきらかにすることが必要であるが，この点については ，

つぎの（３）でＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜傘下の製造所 ・研究所を具体的にみた

あとで，それとあわせてあきらかにすることにする 。

８３）　以上，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ル吻ｏＺ　Ｒ砂ｏ〃，１９７５，ＰＰ．５～８ ．

８４）情報産業研究会監修，上掲書，４３べ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア，上掲

　書，３５べ一ジ 。
８５）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ

，ル〃伽Ｚ地クｏ〃，１９７８，Ｐ１９，情報産業研究会監修，上掲

　書，４４～４５べ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア，上掲書，３６～３８ぺ一ジ 。
８６）サソタ ・テレサ研究所は，Ｉ　ＢＭ杜が１９７７年開設した，世界一のソフトウエア

　開発専門の研究所（ソフトウニアエ場）である。建物自体がモジュール構造にた

　っ ており ，プ ロジ ェクトごとにプ ログラマーが１フロ アの多数の個室に配置さ

　れ，フロ ァの中央はチームごとの コミュニヶ一ショソを密にするための広場とた

　っ ている，たど，Ｉ　ＢＭ杜が１９７０年に開発したトッ プ・ ダウソ方式によるソフト

　ウユア開発方式を施設的 ・環境的に実勇した研究所として世の注目を集めた。サ

　ソタ ・テレサ研究所についてくわしくは，ＭｃＣｕｅ，Ｇ　Ｍ ，ＩＢＭ
’ｓ　Ｓａｎｔａ　Ｔｅｒｅｓａ

　　　　　　　　　　　　　　　（５５０）



　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　９３

Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ＿Ａｒｃｈ１ｔｅｃｔｕｒａｌ　Ｄｅｓ１ｇｎ　ｆｏｒ　Ｐｒｏｇｒａｍ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，ヱＢ〃１ｏ〃伽Ｚ，

ＶｏＬ１７，Ｎｏ．１．１９７８，ｐｐ．４～２５を参照 。

　（２）　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード社組織の再編成

　（１）ではもっ はらＩ　ＢＭ杜か直接に統括する事業部の構成についてみてみたが ，

これまで各段階でみたと同じように，さらにＩ　ＢＭ杜の国外事業の担い手Ｉ 　Ｂ

Ｍワーノレド ・トレード杜をめぐる組織再編成をみておく 。

　Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜が担う国外事業のウエイトは，１９６０年代を通し

て上昇を続け，１９６０年代末には売上高（収入）で３４．７劣，純利益で４２．６％を占

めることになっていたが，すでに〔１〕の（５）の　でみたように，それが１９７０年代

に入るとさらに上昇し，売上高では１９７５年に５０劣を超え，また純利益ではすで

に！９７０年の時点で５０％を超え，１９７５年には５５％を超えるまでになっていた。こ

うして ，Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜が担う国外事業のウエイトは，１９７０年代

中葉 ・後半には，売上高でも純利益でもＩ　ＢＭ杜全体の事業の半は，ないしそ

れをいく分超える部分さえ担うレベルにまで拡大することになっていた 。

　また売上高純利益率でみてみると，国外事業のそれは，とくに１９６０年代末か

ら１９７０年代中葉にかけてはそれまでの１３劣台からさらに１５～１６劣台にまでレヘ

ノレァ ソプすることになり ，国内事業でのそれを大きく上回わることになってい

た。 したが って，１９７０年代の中葉にかけての国外事業は，すでに１９６０年代から

みられた，国内事業にくらへてより速いスピートで拡大し続けると同時に，よ

り高収益を上げうる活動領域としての性格をより鮮明に浮び上らせることにな

っていた 。

　このような国外事業のウェイトの高まりは，改めてその担い手Ｉ　ＢＭワール

ド・ トレード杜をめぐる組織再編成の課題を登場させることになった 。

　¢　１９６０年代末の再編成　　プロタクト ・ライン ・マネジャー（Ｐｍ伽ｃｔ　Ｌｍｅ　Ｍａ醐一

　　 ｇｅｒ）制の導入

　この段階のＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜をめぐる組織再編成の問題として ，

まず第１にふれておかなげれぱならないのは，すでに１９６０年代末から１９７０年に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５１）



９４　　　　　　　　　　　　立命館経済学・（第３３巻 ・第４号）

かげてすすめられた開発 ・製造活動の統括体制の再編成とそれによる親会杜Ｉ

ＢＭ杜とＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜との問の一元的 コソトローノレ体制の強化

についてである 。

　１９６０年代に入って，Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の事業のウエイトが高くな

り， それとあわせてその製品開発と製造の面での自立的な力量も強くな ってく

ると，ＩＢＭワーノレド ・トレード杜にも独自に製品開発 ・製造をすすめたいと

いう自立化志向が強くたり ，これが親会杜Ｉ　ＢＭ杜との問に意思決定をめぐる

新しい緊張関係が生ずるようになってきていたことは，すでにのべたとおりで

ある。このようた状況の下で，Ｉ　ＢＭ杜は，１９６０年代中葉，システム３６０とい

う大計画の世界的な展開のためにたんとしても国内 ・国外の事業活動の一元的

なコソトローノレ体制の確立が必要であり ，このためにＩ　ＢＭ杜はすでにみたよ

．うにＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜との問のトッ プ・ マネジメソトの役員兼務関

係の緊密化を計った。これによっ て彬成されたＩ　ＢＭ杜とＩ　ＢＭワーノレド ・ト

レード杜との問の一元的な コソトローノレ体制は，システム３６０の世界的な展開

の成功にとっ て決定的に重要な条件とな った 。

　しかし，１９６０年代後半，システム３６０の展開がすすみ，さらに１９７０年代には

新ｒ世代」ノステムの導入が具体的課題となってくるにしたがって，製品開発

と製造活動というより具体的たレベルでＩ　ＢＭ杜とＩ　ＢＭワールド ・トレード

杜との関係の一元化を確立していかなげれぱたらないような状況が生じてくる

ことにな った 。

　すなわち，システム３６０の展開が成功のうちにすすむ中で，その製造体制は

大きく変化することにたってきていた。旧来の製造体制では，あるモデノレ（た

とえぱ３６０／３０というような）の製造を割り当てられた製造所（工場）がＣ　ＰＵ（中

央処理装置）をはじめ，大部分の周辺装置をつくるのが普通であったが，１９６０

年代の後半にたると，Ｃ　ＰＵと各種周辺装置をそれぞれ別々の専門製造所で集

中的につくり ，それを最後にある製造所に集合して，システムとして組み合わ

せて出荷するというような，専門化製造体制がとられるようになってきていた 。

　いうまでもなく ，このような専門化製造体制はまずアメリカ国内の各製造所

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５２）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革１８）（坂本）　　　　　　　　　　　　９５

問で浸透していくことにたっていたが，さらにそれは必然的に世界的なレベノレ

でも確立していかたげれ注ならないものであ った。しかし，このような専門化

製造体制，したがってまた生産 ロジスティックス ・システムを世界的なレベル

で確立していくということになると ，一方ではすでにＩ　ＢＭワーノレド ・トレー

ド杜傘下の各国子会杜によっ て地域 ．国別縦割りの管理体制が確立している状

況の下では，アメリヵ国内でそれを確立するのとは次元のちがった困難に直面

することになる。すたわち，世界の各地域 ・各国の問に自らの担当する専門製

造分野の製品思想や技術水準に齪鶴が生ずれは，ンステム製品のレベルでその

バフォーマソスに大きな欠陥をかかえ込むことになるということである。そこ

で， Ｉ　ＢＭ杜は，世界的な専門化製造体制と生産 ロジスティックス ・システム

を展開しながら，しかもシステム製品としての コソピ ュータのパフォーマソス

を均一なものとして維持していけるようた，新しいレベノレでの親会杜Ｉ　ＢＭ杜

とＩ　ＢＭワールド ・トレード杜の問の一元的な関係をつくり上げることを求め

られることに一なっていたわげである 。

　Ｉ　ＢＭ杜は，このような製品の開発 ・製造活動 レベノレでの世界的な一元的な

管理体制を確立するために，１９６０年代末から１９７０年にかげて ，Ｉ　ＢＭワーノレド

・トレード杜傘下の各国子会杜に従来のカソトリー・ マネジャー（Ｃｏｕｎｔｒｙ　Ｍａ－

ｎａｇｅｒ）とは別に，新たに製品ライソごとにその開発 ・製造活動を管理するプ ロ

タクト ・ライソ ・マネソヤー（ＰｒｏｄｕｃｔＬｍｅＭａｎａｇｅｒ）をおき，このブ ロタクト

・ライソ ・マ不シャーについては，親会杜Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業クノレ

ープのシステムズ ・マネジャー（Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｍａｎａｇｅｒ）とたえず密接に連絡をとる

ようた体制を導入することにた った。このようなプ ロダクト ・ライソ ・マネジ

ャー制の導入によっ
て， Ｉ　ＢＭ杜は，システムズ ・マネジャーの下に各国市

場での二一ズや各国子会杜のもつ製品開発の志向性，製造技術の水準を汲み取

りながら，自らの主導の下で全世界統一的な開発 ・製造活動の管理を遂行でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７）
る体制をつくり上げることにたったわげである 。

８７）　プ ロダクト ・ライ！ ・マネジャー制の導入については，目本電子計算機株式会

　杜『Ｉ　ＢＭのＦ　Ｓ戦略と世界戦略　　テレヅ クス／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析

　　　　　　　　　　　　　　　（５５３）



９６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　　　　（第３分冊）』１９７５年，第２篇第２章，とくに２０９～２３７ぺ一ジ 。

　　　１９７２～１９７４年の再編成　　地域統括体制の再編成

　この段階のＩ　ＢＭワールド ・トレード杜をめぐる組織再編成の間題として ，

なんといってもその焦点とたったのは，主として１９７２年から１９７４年にかげてす

すめられた，その全世界的た地域統括体制の再編成であ った。さらにこのこと

を説明しておかなげれほならない 。

　そこで，まずはじめに再編成がすすめられる１９７２年以前の状況についてみて

みると，この段階においては，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜は全世界１００カ国

を超える国々での事業をまず ヨーロヅバ北部，ヨーロッバ中部，ヨーロッバ東

南部（南アフリヵを含む），極東，ラテソ ・アメリカおよびカナダという６つの

エリア（ａｒｅａ）とオーストラリア／ニュージーラソドおよびイソド（セイロソも

合む）という２つの特別のリージ ョソ（ｒｅｇｉｏｎ）に区分し，さらにそれらを ヨー

回ツバ地域担当（ヨーロヅハ３エリアを統括），極東地域担当（極東エリアおよぴ上

記２つのリーソヨソを統括），およぴアメリカ地域担当（ラテソ ・アメリカとカナタ

図３４１９７２年再編成以前のＩ　ＢＭワールド ・トレード杜の世界統括体制
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　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革１８）（坂本）　　　　　　　　　　　　９７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８）を統括）の３人の副杜長（Ｖｉｃｅ　Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ）によっ て統括する体制をとっ ていた 。

このような状況を組織図で示してみると，図３４のとおりである 。

　ところで，すでにみたような国外事業の高まりは，それを統括するＩ　ＢＭワ

ーノレド ・トレード杜の組織構造をさらによりきめ細かなものに再編成すること

を求めることになっていた。またそれには，１９７０年代に入って世界各地域での

Ｉ　ＢＭ杜をめぐる競争関係がより一層激しさを増してきていた市場状況に対し

て， より具体的な対応を求められてきていたという事情も反映していた 。

　このようた状況を背景にして ，１９７２年，Ｉ　ＢＭ杜はＩ　ＢＭワールド ・トレー

ド杜による地域統括体制の再編成の第１段階として，旧来の３人の副杜長によ

る世界３分割統括体制を図３５のように大きくヨーロッバとアメリカ／極東の２

分割統括体制に整理した。これによっ て， 逆にそれらの２つの地域の中では ，

それぞれの市場の特殊性や発展段階に対応したより独自性のある活動がとれる

ようた体制をつくり上げることがめざされた。そして，そのような地域別の市

場活動の独自性を打ち出させる体制づくりの重要な一環として，とくにヨーロ

ッパ地域については，それまでＩ　ＢＭワールド ・トレード杜ニューヨーク本杜

の掌握していた権限が大幅にパリにある ヨーロッパ地域本部に委譲されること

にな った。これによっ てヨーロッバ地域本部のスタ ッフは，契約の最終決着，

図３５１９７２年再編成後のＩ　ＢＭワールド ・トレード杜の世界統括体制
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　　　　　　　　　　　　　（５５５）



９８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

ヨーロッバで開発された特殊システムの引き合いに対する対応，マーヶティソ

クやサポート活動の調整といったことがらについて強力な管理権をもつことに

なっ た。 このような管理機能を担当するために，５０名近い ニューヨーク本杜

のエクゼクティブやマネジャーをパリの地域本部へ移動させたといわれてい
８９）

る。

　ところで，このよう恋，ヨーロヅバ地域とアメリカ／極東地域という世界２

分割統括体制の採用と，とくにヨーロッバ地域本部への大幅な権限の委譲とい

う１９７２年の組織再編成については，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜，したがって

また親会杜Ｉ　ＢＭ杜におげるもう１つの具体的な事情がからんでいた。それは ，

すでにみたような，１９６０年代以降の国外事業のウエイトの急速な高まりとそれ

を背景としたＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の自立化志向の強まりの重要な現わ

れとして，その国外事業の７０劣を占めるヨーロヅバ地域の統括本部が，Ｉ　ＢＭ

ワールド ・トレード杜本杜を実質的た活動の中心であるバリのヨーロッバ地域

統括本部そのものへ移転すべきであるという考えを強くもち始めていたという

ことである。これによっ て， Ｉ　ＢＭ杜は真に多国籍企業としてふさわしい体裁

をそなえることになる，というのがかれらの考えであ った 。

　１９７０年９月９目 ，Ｉ　ＢＭ杜経営評価委員会（Ｍｌａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｒｅ・・ｅｗ　Ｃｏｍｍ・ｔｔｅｅ）

で説明された ヨーロッパ本部のＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜本杜パリ移転構想

の根拠は，つぎのようたものであった 。

　◎ ヨーロッバ ・スタッフとニューヨーク ・スタッフが併存することは，重

複することが多く行われ，デ ィシジ ョソ ・メーキソグ機能を低下させている 。

　◎　世界はＥ　Ｅ　Ｃなど地域経済共同体の方向に向か っており ，多国籍企業の

役割がより一層明らかなものとたっている 。

　　　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜傘下の６カ国では１９７５年までに売上高が１０

億ド ノレを超えることになる 。

　　大国といわれる諸国の二一スと，中 ・小諸国の二一スとは実質的にちが

っている 。

　◎　Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の中で各国子会杜のためのよりよいキャリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５６）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　　９９

ア・ バスの必要性が大きくな っている 。

　しかし，このような ヨーロッパ本部のもつＩ　ＢＭワールド ・トレード杜本杜

のバリ移転構想は，Ｉ　ＢＭ杜トッ プ・ マネジメソトのとるところとはならなか

った。Ｉ　ＢＭ杜にとっ ては，一方では全世界の各地域市場について状況に対応

した独自性のある活動のできる体制をつくる必要があると同時に一（分権化の側

面），他方ではアメリヵ国内市場も含む全世界市場を統一的に掌握 ・管理する

体制が必要であ った（集権化の側面）。 このような立場からすれぱ，Ｉ　ＢＭワー

ノレト ・トレート杜本杜のパリ移転構想は，まず第１にアメリカ国内市場も含む

全世界市場の統一的な管理体制を弛緩させることになるという点から承認でき

ないものであ ったし，さらに，いかにヨーロッバ地域が現状（当時の）で国外事

業の７０％を占めていたとはいえ，ここに本杜をおいて全世界（アメリカを除く）

の各地域がここからの指揮に従うことになるという体制は，逆に各地域市場に

ついて状況に対応した柔軟な活動体制をつくるという点から好ましいものでは
　　　　　　　　９０）
なかったからである 。

　１９７０年代はじめ，ヨーロッパ本部から出されていた上のようなＩ　ＢＭワーノレ

ド・ トレード杜本杜のパリ移転構想に対して，先にのべた１９７２年の地域統括体

制の再編成は１つの解答を与えるものであ った。すでにあきらかなように，こ

れによっ て，一方ではＩ　ＢＭ杜本杜とＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜本杜の一体

性を維持すると同時に，他方では，とくに最大の国外市場であるヨーロヅバ地

域については市場活動についての権限を大幅にバリのヨーロッパ本部に移譲す

ることによっ て， その活動の独自性を保証する体制をとることになったからで

ある 。

　このような１９７２年の地域統括体制の再編成があってから２年後，Ｉ　ＢＭ杜は

Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜による国外事業の地域統括体制を，１９７２年の再編

成をさらにより徹底化する方向で再編成することにな った。すなわち，Ｉ　ＢＭ

杜は，１９７４年４月，それまで２人の副杜長が統括することになっていた ヨーロ

ッバ地域およぴアメリカ／極東地域の事業を新たに２つのＩ　ＢＭワーノレト ・ト

レート杜子会杜（株式１００劣所有）に編成すると発表した。１つは，前者，より

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５７）
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具体的には ヨーロヅバ，中東およぴアフリヵ地域の事業を担当するＩ　ＢＭワー

ノレド ・トレード ・ヨーロッバ／中東／アフリカ杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ／

Ｍ１ｄｄｌｅＥａｓｔ／Ａｆｒ１ｃａＣｏｒｐｏｒａｔｌｏｎ 通称Ｅ／ＭＥ／Ａエミーア杜）であり ，もう１つ

は後者，より具体的には南 ・北アメリカ（アメリヵ合衆国を除く），極東および

大洋州地域の事業を担当するＩ　ＢＭワーノレト ・トレート ・南北アメリヵ／極東

杜（ＩＢＭＷｏｒ１ｄＴｒａｄｅＡｍｅｒ１ｃａｓ／ＦａｒＥａｓｔＣｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ 通称Ａ／ＦＥアフイ 杜）であ

る。 そして，これら２つの新しい地域統括会杜はそれぞれ，Ｉ　ＢＭワーノレド ・

トレート杜会長（１９７０年，Ａ　Ｋワトソソのあとを継いで就任）で同時にＩ　ＢＭ杜副

会長であったジ ョーソズ（Ｊｏｎｅｓ　Ｇ．Ｅ．）を通じて，Ｉ　ＢＭ杜の最高意思決定機関

であるコーポレート ・オフィスに業務報告を行うものとされた。こうして，Ｉ

ＢＭ杜は，一方では地域統括体制を会杜単位とすることによっ て， よりはっき

りとそれぞれの地域での市場活動の独自性を発揮させる体制をつくると同時に ，

他方ではその成果についてはＩ　ＢＭワールト ・トレート杜会長兼Ｉ　ＢＭ杜副会

長を通じて直接にＩ　ＢＭ杜トッ プ・ マネジメソトが掌握できるようた体制をつ

くることになったわげである 。

　他方，これによっ て， Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜そのものの役割は大きく

変わることにな った。すなわち，それまで同杜がもっ ていた事業活動に対する

統括責任が下の２つの地域統括会杜に移されることになったからである。この

１９７４年の再編成以降，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の役割は主として会計，財

務， 法務およびイソフォメーショソ ・システムなどの側面で各国Ｉ　ＢＭ杜子会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１）
杜に対する援助を与える点におかれることになった 。

８８）Ｔｈｅ　ｍａｎ　ｗｈｏ　ｍａｋｅｓ　ｉｔ　ｏｎｅ　ｗｏｒ１ｄ　ｆｏｒ　ＩＢＭ，肋ｓ伽ｓｓ肋９尾，Ｊｕ１ｙ１８．１９７０ ，

　ｐｐ９０～９２，Ｔｒａｕｐｅ，Ｒ　Ｌ　ａｎｄ　Ｓｏｒｅｎｓｏｎ，Ｒ　Ｚ ，ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏ －

　ｒａｔ１ｏｎ　　Ｓｔｒｕｃｔｕｒａ１Ｒｅｏｒｇａｎ１ｚａｔ１ｏｎ，Ｈｏ榊ｏ〃Ｂ〃ｓ舳９ｓｓ　Ｓ６ゐｏｏＺ　Ｃｏｓ２Ｂｏｏ尾　９－

　５７４＿０６７．　１９７４，　ｐ．１０
．

８９）Ｐａｎｔａｇｅｓ，Ａ
．，
ＩＢＭ　Ａｂｒｏａｄ，Ｄ肋舳〃ｏ〃，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９７２，ＰＰ ・５４－５６，Ｔｒａｕｐｅ

　ａｎｄ　Ｓｏｒｅｎｓｏｎ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，Ｐ１２，下田博次「Ｉ　Ｂｌ〉［の海外政策に大転換の可能性」

　　『コ’ソピュートピア』１９７４年６月号，１６べ一ジ 。

．９０） ’以上，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜本杜のバリ移転構想をめぐる問題について

　　　　　　　　　　　　　　　（５５８）
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　は，Ｍｏｒｅｈｏｕｓｅ，Ｌ・Ａ・ａｎｄ　Ｒｏｓｅｎｂｌｕｍ
，Ｊ．Ｗ ．， ＩＢＭ　Ｗｏｒｌｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ ，

　肋舳〃肋舳２ｓｓ　Ｓ６乃ｏｏＺ０脳Ｂｏｏ尾９－３７４－３０３．１９７４，Ｐ６，目本電子計算機株式

　会杜『Ｉ　ＢＭのＦ　Ｓ戦略と世界戦略』第２篇第２章，とくに２３８～２５０ぺ一ジ，情

　報産業研究会監修，上掲書，３８～４１ぺ一ジ 。
９１）Ｗｈｙ　ＩＢＭ　ｓｐ１ｉｔ　ｉｔｓ　ｗｏｒ１ｄ　ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ，肋ｓ伽ｓｓ 肋８尾，Ｍａｒｃｈ２４．１９７５，ＰＰ ．

　１２２～１２４，下田博次，上掲論文，１４～２０ぺ一ジ，情報産業研究会監修，上掲書 ，

　３８ぺ一ジ 。

　　　１９７０年代後半Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜の組織構造

　以上のような１９７０年代前半の組織再編成を経て，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード

杜は全体としてどのようた組織構造をもつものとたっていたか。最後に，１９７０

年代後半におげるＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の組織構造の状況を概括してお

く。

　まず，Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の事業を担う実体的な諸条件を全体的に

みてみると，１９７８年末の段階でそれが擁する活動拠点と従業員数は，表６３のよ

うになっていた 。

表６３　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜の活動拠点と従業員（１９７８年１２月現在）

ヨーロツバ／中

全　　体 東／アフリカ
南北アメリカ／

（Ｅ／ＭＥ／Ａ）
極東（Ａ／ＦＥ）

営業拠点所在国 １２３ ７９ ４４

営業拠点
４５７ ３０７ １５０

製造所（機器） ２３（１３か国） １４ ９

研　　究　　所 ８（８か国） ６ ２

従業員（人） 約１４４，ＯＯＯ 約１０１ ，５００ 約４２，５００

（Ｃｉ 　ＩＢＭ杜全従業員） （約３２５，５００）

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 刊行の各種パンフレットより作成 。

　この表に示されているように，Ｉ　Ｂ１〉［ワーノレド ・トレード杜は，１９７８年には ，

アメリカ以外の１４カ国に合計２３の製造所（Ｍａｍｆａｃｔｕｒｍｇ　Ｐ１ａｎｔｓ）と８つの研究

所（１つの基礎研究所ＲｅｓｅａｒｃｈＬａｂｏｒａｔｏｒｙと７つの開発研究所Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＬａｂｏｒ－

ａｔｏｒ１ｅｓ）をもち，また１２３カ剛こ合計約４６０の営業拠点（Ｓａｌｅｓ　Ｏ舐ｃｅｓ）をもつこ

とにな っていた。そして，その従業員は，　Ｉ　ＢＭ杜全体（約３２万５５００人）の

４４．２劣にあたる１４万４０００人にのぼっていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５９）
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　これを先に５の〔２〕の（４）で示した１９６８年当時（１０年前）とくらべてみると（本

稿（６），本誌，第３３巻第１号，５４べ一ジ参照），活動拠点，従業員数ともに大きく拡

大していることがわかる。製造所数はこの間，１２カ国１７製造所から１４カ国２３製

造所に拡大し，また営業拠点をもつ国の数は１０６から１２５へ大きく拡大してい

る。 さらに従業員数は，このような活動拠点拡大の当然の結果であるが，８万

７０００人から１４万４０００人へ大きく増大している
。

　このような，全世界的な活動拠点の拡大や従業員数の増大そのものがすでに

のべた１９７０年代前半から中葉にかげての組織再編成の大きな背景をなしていた

のであるが，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜は，この組織再編成によっ て， 上の

ような全世界的た事業を主要な各国，各地域で直接に統括している現地子会杜

群を，新たに編成された２つの地域統括会杜の下にグノレープ化することにな っ

た。 こうして２つの地域統括会杜，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード ・ヨーロッバ／

中東／アフリカ杜（ニミーア杜）と南北アメリカ／極東杜（アフィ 杜）の下にグ

ノレープ化された現地子会杜群を１９７８年末の段階でみてみると，表６４のとおりで

ある（１９７８年１２月現在）。

　このようた１９７８年段階の現地子会杜群の状況を，先に５の〔２〕で示した１９６６

年段階の状況をくらべてみると（本稿（６），本誌，第３３巻第１号，５７ぺ 一ジ表４５），こ

の１０年余の問に，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜ないしその下の新しい２つの地

域統括会杜に直接統括される子会杜の数は，４８杜から５８杜へ， １０杜はど増加し

ている。こうして，新たに増加した子会杜の１つのタイプは，アメリカ本国に

あっ て， Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の現地子会杜管理に対して中間管理機構

的な機能や特定の問題についてのサポート機能を果たすものである。たとえぽ ，

Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード ・エミーア杜の下にあるＩＢＭ 　Ｓｙｓｔｅｍ，Ｉｎｃ ．， ＩＢＭ

ＲＯＥＣＥ　Ｉｎｃ
．， アフィ 杜の下にあるＩＢＭ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ＩＢＭ

Ｌａｔｍ　Ａｍｅｒ１ｃａ　 Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ なとがそれである 。

　もう１つのタイプは，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード ・エミーア杜傘下の現地子

会杜に対するマーケティソグ ・サポートやそれらの間の活動の調整機能を果た

すものとして設定されたものである。たとえぱ，ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ，ＩＢＭ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６０）
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表６４　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）

　　　　の現地子会杜一覧（１９７８年１２月現在）

会 杜　　　　名

朋〃Ｗｏ棚乃・肋Ｅ〃ｏク６／〃棚６肋ｓｆ／〃プ伽
　　Ｃｏゆｏ閉〃ｏ〃

ＩＢＭ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ

ＩＢＭ　ＲＯＥＣＥ　Ｉｎｃ

ＩＢＭ　Ｏｅｓｔｅｒｒｅ１ｃｈ，Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１ｅ　Ｂｕｅｒｏｍａｓｃｈ１ｎｅｎ

　　Ｇｅｓｅｌ１ｓｃｈａｆｔ　ｍｂＨ

Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｍａｃｈｍｅｓ　ｏｆ　Ｂｅ１ｇ１ｕｍ　Ｓ　Ａ

ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｏ冊ｃｅ（Ｂｒｕｓｓｅ１ｓ）Ｓ．Ａ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍ１ａｃｈｉｎｅｓ　Ａ／Ｓ

Ｏｙ．Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａｂ

Ｃｏｍｐａｇｎｉｅ　ＩＢＭ　Ｆｒａｎｃｅ，Ｓ．Ａ

　　　Ｃ１ｅ　ＩＢＭ　Ｍａｄａｇａｓ１ｋａｒａ，Ｓ　Ａ

ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄ１ｎａｔ１ｏｎ

ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｐｅ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｓｏｕｔｈｅｍ　Ａｒｅａ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｔｒａｄｅ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ　ＧｍｂＨ

　　　ＩＢＭ　Ｓｏｎｄｅｒｓｙｓｔｅｍｅ　Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔ　ｍｂＨ

ＩＢＭ 　Ｉｒｅ１ａｎｄ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ　Ｉｓｒａｅ１Ｌｔｄ

ＩＢＭ　Ｉｔａ１ｉａ　 Ｓ． ｐ． Ａ．

ＩＢＭ　Ｎｅｄｅｒ１ａｎｄ　Ｎ．Ｖ

ＩＢＭ　Ｎｉｇｅｒｉａ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ａ／Ｓ

Ｃｏｍｐａｎｈｉａ　ＩＢＭ　Ｐｏｒｔｕｇｕｅｓａ，Ｓ．Ａ．Ｒ．Ｌ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ

　　（Ｐｒｏｐｒｉｅｔａｒｙ）Ｌｉｍｉｔｅｄ

Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ，Ｓ．Ａ．Ｅ

ＩＢＭ　Ｓｖｅｎｓｋａ　Ａｋｔｉｅｂｏ１ａｇ

ＩＢＭ　Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ

ＩＢＭｌ（Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ１〉［ａｃｈｉｎｅｓ）Ｔｕｒｋ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　Ｓｉｒｋｅｔｉ

Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｓ１ｎｅｓｓ］〉［ａｃｈｍｅｓ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ

ＩＢＭ　Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｋ１ｎｇｄｏｍ　Ｈｏ１ｄ１ｎｇｓ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ

　　　　ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　　ＩＢＭ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

　　　　ＩＢＭ　Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｋｍｇｄｏ血Ｌａｂｏｒａｔｏｒ１ｅｓ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ

　　　　ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｒｅｎｔａ１ｓ　Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭＺａ１ｒｅＳＡＲＬ

１Ｂ〃Ｗｏ〃〃励ス榊伽ｏｓ／肋プ肋８まＣｏゆｏ〆〃ｏ〃

ＩＢＭ 　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　 Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ

本批所在地

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ａｕｓｔｒｉａ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｂｅ１ｇｉｕｍ

Ｄｅｎｍａｒｋ

Ｆｉｎ１ａｎｄ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｍａ１ａｇａｓｙ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｇｅｒｍａｎｙ（Ｗｅｓｔ）

Ｇｅｍａｎｙ（Ｗｅｓｔ）

Ｉｒｅ１ａｎｄ

Ｉｓｒａｅ１

Ｉｔａ１ｙ

Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄｓ

Ｎｉｇｅｒｉａ

Ｎｏ岬ａｙ

Ｐｏｒｔｕｇａ１

Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｉｃａ

Ｓｐａｉｎ

Ｓｗｅｄｅｎ

ＳｗｉｔｚｅｒＩａｎｄ

Ｔｕｒｋｅｙ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｚａｉｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

Ｄｅ１ａｗａｒｅ

直接親会杜の
株式所有上ヒ率
　　　（％）

１００

１００

１００

１００

１００ホ

１００“

１００“

１００“

１００ホ

１００“

一◎
１００ホ

１００“

１００“

９０　

１００

１００

１００ホ

１００ホ

１００

１００↑

１００

１００ホ

１００

１００

１００

１００

１００↑

１００ｆ

１００

１００

１００

１００

１００

１００ホｆ

１Ｏ０

１００

（５６１）



１０４

会 杜

立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

名 本拠所在地
直接親ム杜の
株式所有比率
　　　（％）

ＩＢＭ　Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　　　　　　　　　　　　　　　Ｄｅ１ａｗａｒｅ　　　　　　　　１００

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓ１ａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ　　　　　　　　　　Ｄｅｌａｗａｒｅ　　　　　　１００
ＩＢＭ　Ａｒｇｅｎｔｉｎａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　Ａｒｇｅｎｔｉｎａ　　　　　　１００岬

ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａ１ｉａ　Ｌｉｍｉｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａｕｓｔｒａ１１ａ　　　　　　　　１００

　　　ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａ１ｉａ　Ｒｅｎｔａ１ｓ　Ｐｔｙ．Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　　Ａｕｓｔｒａ１１ａ　　　　　　　　　１００

ＩＢＭ　Ｂａｈａｍａｓ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂａｈａｍａｓ　　　　　　　１ＯＯ
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｂｏｌｉｖｉａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂｏｌｉｖｉａ　　　　　　　１００
ＩＢＭ　ｄｏ　Ｂｒａｓ１１－Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ，Ｍａｑｕｍａｓ　ｅ　Ｓｅ岬１ｃｏｓ　Ｌｔｄａ　　　Ｂｒａｚ１１　　　　　　　　１００“

ＩＢＭ　Ｃａｎａｄａ　Ｌｍ１ｔｅｄ－ＩＢＭ　Ｃａｎａｄａ　Ｌ１ｍ１ｔｅｅ　　　　　　Ｃａｎａｄａ　　　　　　　１ＯＯ
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｈｉ１ｅ　Ｓ．Ａ．Ｃ．　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃｈｉ１ｅ　　　　　　　　１００
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｏ１ｏｍｂ１ａ，Ｓ　Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｃｏ１ｏｍｂｉａ　　　　　　　 ｇＯゆ
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｃｏｓｔａ　Ｒｉｃａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　Ｃｏｓｔａ　Ｒｉｃａ　　　　　　１００“

ＩＢＭｄｅ１Ｅｃｕａｄｏｒ，ＣＡ　　　　　　　　　　　　　Ｅｃｕａｄｏｒ 　　　　　　１ＯＯｆ
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　Ｇｕａｔｅｍａ１ａ　　　　　　１００

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｈｏｎｄｕｒａｓ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈｏｎｄｕｒａｓ　　　　　　　１００

ＩＢＭ　Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ　Ａｓ１ａ　Ｓｅｒｖ１ｃｅｓ　Ｌｔｄ　　　　　　　　　　　　　　Ｈｏｎｇ　Ｋｏｎｇ　　　　　　　１００↑

ＩＢＭ　Ｉｎｄｏｎｅｓｉａ　Ｌｉｍｉｔｅｄ，Ｐ．Ｔ．　　　　　　　　　　　　Ｉｎｄｏｎｅｓ１ａ　　　　　　１ＯＯ↑

ＩＢＭ　Ｊａｐａｎ，Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊａｐａｎ　　　　　　　　 １ＯＯ
ＩＢＭ　Ｋｏｒｅａ・Ｉｎｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｋｏｒｅａ（Ｓｏｕｔｈ）　　　　 １００
ＩＢＭ　ｄｅ　Ｍｅｘｉｃｏ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍｅｘｉｃｏ　　　　　　　　　１０ぴ

ＩＢＭ　Ｎｅｗ　Ｚｅａ１ａｎｄ　Ｌｉｍｉｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　Ｎｅｗ　Ｚｅａ１ａｎｄ　　　　　１００

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｐａｎａｍａ，Ｓ　Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐａｎａｍａ　　　　　　　１００“
ＩＢＭ　ｄｅｌ　Ｐｅｒｕ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐｅｒｕ　　　　　　　　　　　１００

ＩＢ］〉［Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｒｅｇｉｏｎ　Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　Ｐｅｒｕ　　　　　　　　　　１ＯＯｆ

ＩＢＭ　Ｐｈ １１１ｐＰ１ｎｅｓ，Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＰｈｉｌｉｐＰｉｎｅｓ　　　　　　　　 １ＯＯホ

ＩＢＭ　Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ　ＰＴＥ　Ｌｔｄ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｓｍｇａｐｏｒｅ　　　　　　　　 １００

ＩＢＭ　Ｔａｉｗａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　　　　　　　　　　　　　　　Ｔａｉｗａｎ　　　　　　　１００

ＩＢＭ　Ｔｈａｉ１ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｌｉｍｉｔｅｄ　　　　　　　　　　　　Ｔｈａｉｌａｎｄ　　　　　　　１ＯＯ“

ＩＢＭ　ｄｅ１Ｕｍｇｕａｙ，Ｓ．Ａ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｕｍｇｕａｙ　　　　　　　　 １００

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｖｅｎｅｚｕｅｌａ，Ｓ　Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｖｅｎｅｚｕｅｌａ　　　　　　　　１ＯＯｆ

　　　ＩＢＭ　ｄｅ　Ｅｘｐｏｒｔａｃ１ｏｎ　ｙ　Ｓｅ町１ｃ１ｏｓ，Ｓ　Ａ　　　　　　　　Ｖｅｎｅｚｕｅｌａ　　　　　　１００む

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｆｏ舳１０－Ｋ　Ｒ功ｏ〃 ，ユ９７８，Ｉｔｅｍ４より作成 。
（注）ＷＯ　ＩＢＭ　Ｅｕｒｏｃｏｏｒｄｉｍｔｉｏｎの株式は

，フランス，西ドイツ，イタリァ，イギリスに本批をもつＩＢＭ
　　　　　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅ／ＭＥ／Ａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎの子会杜によ ってそれぞれ２０％ずつ，ベルギ ー， デンマーク ，

　　　　　アイルランド，オランダに本拠をおく子会社によってそれぞれ５％ずつ所有されている 。
　　　　　　のこりの１０％の株式はＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｌｏｎによ って所有されている 。
　　　　＠　のこりの１０％の株式はＩＢＭ　Ｗｏｒｌｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｓ１ａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ によって所有されている 。
　　　　　　 “印の企業については，ごくわずかであるが，Ｉ　ＢＭ社関係外の株式所有がある 。

　　　　◎　↑印の企業については ，ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ がまだ名目上は株式所有者とな っている 。

Ｓｏｕｔｈｅｍ　Ａｒｅａ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，Ｓ．Ａ
．，

ＩＢＭ　Ｔｒａｄｅ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，Ｓ．Ａ．など

がそれである 。

　　そして，最後のタイプは，これまでまだ現地子会杜がたかった諸国に設置さ

（５６２）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革１８）（坂本）　　　　　　　　　　　　１０５

れた，文字通り新しい現地子会杜である。ＩＢＭワールド ・トレード ・ユミー

ア杜傘下のＩＢＭ　Ｎｉｇｅｒｉａ　Ｌｔｄ
．，

ＩＢＭ　Ｚａｉｒｅ　Ｓ．Ａ．Ｒ．Ｌ
．， アフイ 杜傘下のＩＢＭ

Ａｒｇｅｎｔ１ｎａ，Ｓ　Ａ ，ＩＢＭ　Ｂａｈａｍａｓ　Ｌｔｄ ，ＩＢＭ　Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ　Ａｓ１ａ　Ｓｅ岬１ｃｅｓ　Ｌｔｄ
，

ＩＢＭ　Ｋｏｒｅａ，Ｉｎｃ
．，

ＩＢＭ　Ｎｅｗ　Ｚｅａ１ａｎｄ　Ｌｔｄ
．，

ＩＢＭ　Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ　ＰＴＥ　Ｌｔｄ
．，

ＩＢＭ　Ｔａｉｗａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ などがそれである。このタイプの，文字通りの現

地子会杜の増加は，すでにあきらかなように，アフィ 杜の統括下にあるアジア

・大洋州地域に目立っている。これは，１９７０年代に入って，それまでのヨーロ

ヅバ地域に加えて，これらの地域がＩ　Ｂｌ〉［杜の事業対象地域として重要性を増

してきたことの端的な表われであり ，またそのようた状況がすでにみたようた

世界２分割統括体制の考えの下に，この地域の管理を主な対象の１つとしたア

フィ 杜を設立することになった背景であ った 。

　ところで，冒頭で概括したように，１９７８年の段階に，Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレ

ード杜の傘下には，１４カ国にわたって合計２３の製造所と８つの研究所（１っ

は基礎研究所，７つが開発研究所）が活動していた。ここで，これらを具体的に示

してみると ，表６５のとおりである（表は１９７９年１２月末現在のものであるが，状況は
　　　　　　　　　　　　９２）
１９７８年の段階と変っていない）。

　この表を先に５の〔２〕で１９６８年の状況を示した表４４と対比してみると（本稿

（６）

，本誌，第３３巻第１号，５５べ一ジを参照），この１０年の問に，　Ｉ　ＢＭワールド
・

トレード杜の傘下の製造所と研究所は，研究所の方は変っていたいが（先の表

４４では研究所の方は掲げられていないが，それはすでに１９６８年の段階においても１９７８年

の段階と同じ体制にな っていた），製造所の方は１３カ国１７製造所から１４カ国２３製造

所へ増加したことがわかる。この問に製造所の体制から消えたのはイソドのボ

ソベイであるが，これに対して，新たに，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード ・エミーア

杜の傘下ではフラソスのボワニ（Ｂｏｉｇ・ｙ）とポ ノレドー（Ｂｏｒｄｅａｕ・），西ドイツのハ

ノーウァー（ＨａｍＯｖｅｒ），スペイソのウァレソ！ア（Ｖａｌｅｎｃ・ａ），アフィ 杜の傘下

ではカナダのブ ロモソト（Ｂｒｏｍｏｎｔ），オーストラリアのワソガラ ッタ（Ｗａｎｇａ －

ｒａｔｔａ），そして目本の野洲，以上７つの製造所が増設されることになった 。

　ところで，これらＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜傘下の製造所 ・研究所は，す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６３）



１０６ 立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　　　　表６５１９７０年代末Ｉ　Ｂｌ〉［杜の国外製造所（工場） ・研究所（１９７９年）

（１）製造所（工場）

製造所名 所在地（国） 主　要　製　造　品　目

Ｉ　ＢＭワールド ・トレード ・…１一回ツバ／中東／アフリカ社

“Ｂｏｉｇｎｙ

Ｂｏｒｄｅａｕｘ

Ｅｓｓｏｎｎｅｓ

Ｍｏｎｔｐｅ１１ｉｅｒ

叩ｅｒ１ｉｎ

Ｈａｎｎｏｖｅｒ

Ｍａｉｎｚ

Ｓ１ｎｄｅ岨ｎｇｅｎ

Ｗ１ｍｅｒｃａｔｅ

“Ａｍｓｔｅｒｄａｍ

Ｖａｌｅｎｃｉａ

Ｊａｒｆ身１１ａ

Ｇｒｅｅｎｏｃｋ

Ｈａｖａｎｔ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｆｒａｎｃｅ

Ｇｅｒｍａｎｙ

Ｇｅｒｍａｎｙ

Ｇｅｒｍａｎｙｉ

Ｇｅｒｍａｎｙ

Ｉｔａ１ｙ

Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄｓ

Ｓｗｅｄｅｎ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

・リボソ

タイプヘッド

・デ ィスケ ット

・複写機用消耗品

・交換システム

・サーキ ット ・バッ ケージソグ

・モアム

　ロ ジックとメモリー

・中型プ ロセッ サ

・電動タイプライタ

・複写機

・口述録音再生機器

・電源装置

・メモリー・ アセソグリー

・磁気ディスク装置と制御装置

・中型プ 肩セッサ

・磁気ディスク装置と制御装置

　メモリー

・磁気デ ィスク

・小型プ 回セッサ

オフィス ・システム

販売管理 ＝■ステムとターミナル

・電動タイプライタ

・磁気カード ・タイプライタ

・電子植字機

　メモリー・ タイプライタ

・磁気テープ装置

・電源装置

データ通信システム制御装置

・プリソタ

・制御装置

ディスプレイ ・システム

・サーキ ット ・バッ ケージソグ

データ通信システムとターミナル

ＯＣＲ，ＯＭＲ ，ＭｌＩＣＲ

・犬型プ ロセッ サ

データ通信システム用制御装置とターミナル

・産業用システム

・磁気ディスク装置

（５６４）



製造所名

Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）

所在地（国） 主要製造品　目

１０７

Ｉ　

ＢＭワールド ・トレード ・南北アメリカ／極東社

“Ｍａｒｔｉｎｅｚ

“Ｗａｎｇａｒａｔｔａ

Ｓｕｍａｒｅ

ホＤｏｎ　Ｍｉ１１ｓ

ホＢｒｏｍｏｎｔ

“Ｂｏｇｏｄａ

藤　　沢

野　　　洲

“Ｇｕａｄａ１ａｊａｒａ

Ａｒｇｅｎｔｉｎａ

Ａｕｓｔｒａ１ｉａ

Ｂｒａｚ１１

Ｃａｎａｄａ

Ｃａｎａｄａ

Ｃｏ１ｏｍｂｉａ

目　　本

目　　本

Ｍｅｘｉｃｏ

プリソタ

シソグル ・ニレメソト ・タイプライタ

・中型プ ロセッ サ

・デ イスプレイ

・プリソタ

・シソグル ・ニレメソト ・タイプライタとリボソ

プリソタ

・データ入力装置

ターミナル

・データ収集システム

シソグル ・エレメソト ・タイプライタ

・磁気カード

・サブストレート製造とモジュール ・アセソブリイ

’タイプバー． タイプライタ

シソグ ノレ ・ニレメソト ・タイプライタとリボソ

・中型プ ロセッ サ

’磁気ディスク装置

・データ通信システム用制御装置とターミナル

・産業用システム

・システム ・プリソタと電源装置

・磁気テープ装置

・大型 ・中型プ ロセッサ

・サーキ ット ・パッ ケージソグ

・サブストレート製造とモジ ュール ・アセソブリイ

　シソグ ノレ ・エレメソト ・タイプライタ

　タイプバー・ タイプライタ

　リボソ

（２）研　　究　　所

研究所名 １所在地（国）１ 主要開発品 目

ＩＢＭワールド ・トレード ・ヨーロッパ／中東／アフリカ社

Ｚｕｒｉｃｈ Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ ・物理学

・電子デ ィバイス技術

・通信およびコソピュータ科学
ＬａＧａｕｄｅ Ｆｒａｎｃｅ ・テレコミュニケーショソ ・システム

　一“モアム

・エソジニアリソグ ・グラフィックス

・交換システム

・データ ・ネ ットワーク
Ｂ６ｂ１ｉｎｇｅｎ Ｇｅｍａｎｙ ・中型プ ロセッサ

・プ ログラミソグ

（５６５）



１０８ 立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

製造所名　　　所在地（国）

Ｕｉｔｈｏｏｍ

Ｌｉｄｉｎｇ６

Ｈｕｒｓ１ｅｙ

Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ

Ｓｗｅｄｅｎ

Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ

主要製造品　目
・高速印刷装置

・半導体部品

・スベシャル ・エソジニアリソグ

・データ ・サーピス ・サポート

・イソターナショ ナル ・フィールド ・プ ログラム

・スペシャル ・エソジニアリソグ
・プログラム ・ブ １コ ダクト

・通信装置

・分散表示システム

・テキスト表示装圃

・通信関連のプ ログラム ’ブ 回ダクト

・磁気ディスク装置

・画像データ表示装置

Ｉ　ＢＭワールド ・トレ□ド ・南北アメリカ／極東社

Ｄｏｎ　Ｍｉ１１ｓ

藤　　　沢

Ｃａｎａｄａ

日　　　本

・ブ １コ グラミソグ

・世界共通に使える特殊製品

・通信端末装置

・日本と極東地域の独特の要求に沿う製品

　（出所）ＩＢＭ　ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅ岨ｏｐｅ／Ｍｌｄｄｌｅ　Ｅａｓｔ／Ａｆｒ１ｃａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ ，ＩＢＭ　Ｗ◎ｒｌｄ　Ｔｒａｄｅ　Ａｍｅｒ１ｃａｓｌ
　　　Ｆａｒ　Ｅａｓｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏ口．およびＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ／Ｇｅｎｅｒａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｇｒｏｕｐの案内パンフレット（い

　　　ずれも１９７９年発行）より作成 。

　（注）製造所の頭に “印のあるものは ，Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｇｒｏ岬／Ｉｎｔｅｍａｔｌｏｎａ１の統括下にある製造所である 。

でに１９６０年代についてものべたように，Ｉ　ＢＭ杜の世界的な製造 ・研究分担体

制の一環として，先に（１）の　で示したアメリカ国内での製造所 ・研究所（前掲

表６２を参照）と一体的な結びつきの下で活動することになっていた。そして ，

そのようなアメリカ国内 ・国外を一体とした世界的な製造 ・研究分担体制は ，

１９７０年代に入ってより一層徹底したものとして展開されることにな った 。

　その中核をなしたのは，いうまでもなくコソピ ュータの製造分担体制の新た

な展開であ った。ここで
，１９７０年～こ実現されていた各システム ・モデ ノレ別の

製造所分担を示してみると，表６６のとおりである 。

　先に５の〔２〕でみたように，１９６０年代のシステム３６０の段階においては，ア

メリカ国外の製造所で製造されるのは主としてモデ ノレ２０，２５，３０，４０などの小

型機種であり ，しかもその製造所もヨー回ツパの製造所が中心であ った。この

段階においては，コソピ ュータの製造は，すでに広くアメリカ国外で行われる

ようにたっていたが，こうして機種的にも，場所的にもまだ特定のかたよりを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６６）
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表６６１９７０年代後半Ｉ　ＢＭ杜におげる コンピ ュータ ・モデル別

　　製造所分担体制（１９７８年）

モデル名

３７０／１５

　　２５

　　３５

　　３８

　　４５

　　４８

　　５５

　　５８

　　６５

　　６８

　　９５

３０３３

Ｓ／３

Ｓ／３２

Ｓ／３４

Ｓ／７

製　　　造　　　所　　（工　　場）

アメリカ国内

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ

Ｋｉｎｇｓｔｏｎ

Ｅｎｄｉｃｏｔｔ

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ

Ｋｉｎｇｓｔｏｎ

Ｋｉｎｇｓｔｏｎ

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓｉｅ

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ／

　　Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ

Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ

Ｂｏｃａ　Ｒａｔｏｎ

ヨーロツパ／中
東／アフリカ

ｙｉｍｅｒＣａｔｅ

Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ

Ｈａｖａｎｔ

１〉［ａｉｎＺ

］〉［ｏｎｔｐｅ１１ｉｅｒ

Ｍｏｎｔｐｅ１１ｉｅｒ

Ｈａｖａｎｔ

Ｈａｖａｎｔ

Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ

Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ

南北アメリカ／
極東

野　　　洲

野　　　洲

藤　　　沢

藤　　　沢

Ｓｕｍａｒｅ

藤　　　沢

藤　　　沢

野　　　洲

藤　　沢

Ｄｏｎ　Ｍｉ１１ｓ

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎの各種案内パンフレットより作成。

（注）本表と先の表６２，６５とは，時点が少し違うので一部合致しないところがある 。

もつことにな っていた 。

　これに対して，１９７０年代に入り ，システム３７０の段階になると ，Ｉ　ＢＭ杜の

コソピ ュータ製造体制は機種的にも，場所的にも，文字通り世界的な製造分担

体制としての内容を確立することにた った。この段階にたると，表６６に示され

ているように，主なモデルについてはアメリヵ国内だけではなく ，国外でも製

造されるようになるとともに（アメリヵ国内では製造せず，国外だげで製造されるも

のもある），さらにアメリヵ国内，ヨーロッパすなわちエミーア杜の統括地域 ，

およびカナダ，ブラジ ノレ，目本などアフィ 杜の統括地域，という世界３分割の

各地域で同時並行的に製造されることになってきていたからである 。

　ところで，このように各モデルを世界３地域の製造所で同時並行的に製造す

るということになると，注文の配分や部品の調達，そして世界のどの製造所で

製造されても同じ技術水準を確保できるようにするための技術情報の管理，な

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６７）
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図３６ １９７０年代Ｉ　ＢＭ杜上級経営役員の構成

ポ　ス　ト　名 １９７１ １９７２ １９７３　　　　　　　　　　１９７４

Ｃｈａｉｒｍａｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ

Ｖ１ｃｅ　Ｃｈａ１ｒｍａｎ

Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

Ｓｉｎｉｏｒ　Ｖｉｃｅ　Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ

’．’マ了６ざ‘Ｐ■云；壷ａ；｛一
．一＆一’’’’’’’’

　　　　　　　　　Ｇｅｎｅｒａ１Ｃｏｕｎｓｅｌ

　Ｖｉｃｅ　Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ＆

　　　　　　　Ｆｉｎａｎｃｉａ１Ｐ１ａｎｎｉｎｇ

　Ｖｉｃｅ　Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ＆

　　　　　　　　Ｇｒｏｕｐ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ

’’

亡蘭Ｍ
一一

椛石旺’ｆあａす
’’’’

二…

　　　　　　　　　　　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ〕

Ｃｈａｉｒｍａｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ

Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

Ｃｈａｉｒｍａｎ　ｏｆ

　　　　　　ＩＢＭ－ｗＴ ・Ｅ／ＭＥ／Ａ
Ｃｈａｉｒｍａｎ　ｏｆ

　　　　　　　　ＩＢＭ－ｗＴ　Ａ／ＦＡ

Ｔ． Ｖ． Ｌｅａｒｓｏｎ

　　　　　　　＠ ホ

Ｆ． Ｔ． Ｃａｒｙ

Ｒ． Ｈ． Ｂｕ１ｌｅｎ“

Ｗ． Ｃ．

Ｇ． Ｅ．

Ｊ． Ｒ．

Ｇ． Ｂ．

Ｄ． Ｒ．

Ｒ． Ｗ

Ｈｕｍｅ

Ｊｏｎｅｓ

Ｏｐｅ１

Ｂｅ１ｔｚｅ１

ＭｃＫａｙ

Ｈｕｂｎｅｒ

Ｎ． ｄｅ　Ｂ．

　　Ｋａｔｚｅｎｂａｃｈ

Ｐ． Ｊ． Ｒｉｚｚｏ

Ｇ． Ｅ． Ｊｏｎｅｓ

Ｊ． Ｇ．

Ｍａ１ｓｏｎｒｏｕｇｅ

Ｆ． Ｔ． Ｃａｒｙ

Ｊ・ Ｇ・

　Ｍａ１ｓｏｎｒｏｕｇｅ

」
」

↑

Ｇ． Ｅ． Ｊｏｎｅｓ

Ｊ． Ｒ． Ｏｐｅ１

ｆ一→

ｆ一→

Ｒ． Ａ．

　　Ｐｆｅ１任ｅｒ，Ｊｒ

Ｐ　Ｊ　Ｒ１ｚｚｏ

Ｄ． Ｐ． Ｐｈｙｐｅｒｓ

Ｊ． Ｇ．

Ｍａ１ｓｏｎｒｏｕｇｅ

Ｒ． Ａ．

　Ｐｆｅｉ丘ｅｒ　Ｊｒ

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ル舳ｏＺ地力ｏ〃，１９７１～１９８０による 。
（注）Ｏ　→印は継統，｝ 印は辞任，」印は上位のポストヘのプロモーション，をそれぞれ示す。

　　　　　　↑印はＧｒｏｕｐ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅの兼任を示す 。

　　　　＠　Ｔ　Ｖ　ＬｅａｒｓｍはＣｈａ１ｍａｎ　Ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ辞任後も ，Ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｄ１ｒｅｃｔｏｒｓの一員としてとど

　　　　＠　Ｎ　ｄｅ　Ｂ　Ｋａｔｚｅｎｂａｃｈは，１９７９年以後もＧｅｎｅｒａｌ　Ｃｏｍｓｅ１の職務を担当

　　　　◎　Ｄ．Ｐ．Ｐｈｙｐｅｒｓ は， １９７９年以後もＦｉｎａｎｃｉａｌ　Ｐ１ａｍｉｎｇの職務を担当 。

（５６８）



Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本） １１１

メソバー 推移（１９７１～１９８０年）

（各年末時現在）

１９７５

■■一→　　　　　　“

ｆ一→

↑→

ｆ→

１９７６

干→

ｆ一→

ｆ一→

“

Ｂ． Ｈ． Ｓｔｅｖｅｎｓ

」

１９７７

干一→

ｆ→

ｆ一→

Ｊ． Ｇ．

ｌＭｌａｉｓｏｎｒｏｕｇｅ

１９７８

ｆ→

ｆ→

Ｊ． Ｆ． Ａｋｅｒｓ

↑

↑

１９７９

Ｎ． ｄｅ　 Ｂ．

Ｋａｔｚｅｎｂａｃｈ＠

Ｄ． Ｐ． Ｐｈｙｐｅｒｓ

　　　　　　＠

Ａ． Ｇ．

　　Ａｎｄｅｒｓｏｎ

Ｃ． Ｂ．

　Ｒｏｇｅｒｓ，Ｊｒ

１９８０

まる（１９８２年まで）。

（５６９）
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どを全世界一体性をもっ たものとして行いうるような情報処現システムの彬成

が必須のものとたってくる。Ｉ　ＢＭ杜は，１９６７年，アメリヵとバリにある計算

セソター間を通信衛星で結ぶデマタ通信実験を成功させ，その後，アメリカの

Ｉ　ＢＭ杜本杜と全世界の子会杜，製造所 ・研究所およひそれら相互問を結ぶ ，

Ｉ　ＢＭ杜内国際テータ通信不ツトワークの建設をすすめてきていた。そして ，

１９７３年，イギリスのハヴ ァント（Ｈａｖａｎｔ）工場にセソター・ コソピ ュータをお
き， これを中心にして全世界のＩ　ＢＭ杜の拠点問の情報交換を コソトローノレす

る仕組みが発表されることになった。このＩ　ＢＭ杜の国際テータ通信ネ ット

ワーク ・システムは，現在，　Ｉ　ＢＭイギリス持株会杜（ＩＢＭ　Ｕｍｔｅｄ　Ｋｍｇｄｏｍ

Ｈｏｌｄｍｇｓ　Ｌｔｄ）の管理下にあるＩ　ＢＭイソフォメーンヨソ ・サーヒス杜（ＩＢＭ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９３）Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ｓｅｒｖ・ｃｅｓ　Ｌｔｄ）７こよっ
て運営されることにな っている（前掲表６４を参

照）。

　　９２）かならずしも体系的ではないが，これらの製造所 ・研究所の個々のものについ

　　　て，その活動状況を紹介したものに，目本貿易振興会 ・海外経済情報セソター
　　　『Ｉ　ＢＭの多国籍活動』１９７８年，がある 。

　　９３）下田博次，上掲論文，１６～１７べ一ジ，情報産業研究会監修，上掲書，３０１～３０２

　　　べ一ジ 。

　（３）１９７０年代のトッ プ・ マネジメント組織

　以上（１）， （２）では，１９７０年代に入ってすすめられたＩ　ＢＭ杜のアメリヵ国内 ・

外の事業部門組織の変革と，それによっ てできあがった１９７０年代末の段階での

組織構造をみてきたが，ここではさらにそれを統括するトッ プ・ マネシメソト

組織の推移についてみておく 。

　まずはじめに，１９７０年代に入ってからのＩ　ＢＭ杜の上級経営役員構成の推移

を示してみると，図３６のとおりである（本図は，本稿（６）， 本誌，第３３巻第１号，４８

～４９べ一ジの図１９と年次的に接続している）。　　　　　　　 ‘凸

　図に示されているように，トッ プ・ マネジメソトの人的構成の点でも ，１９７０

年代のはじめの時期は，あわただしい変化のみられた時期であ った 。

　まず１９７０年代に入って早々 ，病気でたおれたワトソソ２世（Ｗａｔｓｏｎ，Ｔｈ．Ｊ ．，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７０）
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Ｊｒ）のあとを受げて ，１９７１年，杜長リアソソ（Ｌｅａｒｓｏｎ，Ｖ　Ｔ）が取締役会会長

に就任し，新杜長には上級副杜長からケアリー（Ｃａｒｙ，ＲＴ．）が昇格した。し

かし・リアソンは１８か月取締役会会長をつとめたあと，自らが定めた役員６０歳

定年制にしたが って，１９７２年末には身を引くことにたり ，後任の取締役会会長

には杜長になったばかりのケアリーが兼任で就任することにな った。そして ，

ケアリーによる取締役会会長 ・杜長兼任が２年続いたあと ，１９７４年には，すで

に１９７２年の組織再編成に際してまだ当時４６歳の若さでテータ処理機器プ ロタク

ト・ グループ（ＤＤＰＧ）担当の上級副杜長とな っていた（上級副杜長には１９６９年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９４）
より就任している）オペノレ（Ｏｐｅｌ，Ｊ・Ｒ・）が杜長に昇任することにな った 。

　こうして，１９７０年代のはじめの時期には事業部門組織の構造が大きく再編成

されたと同じように，トッ プ・ マネジメソトの人的構成の面でもあわただしい

変化がみられた。しかし，上のように１９７４年に，取締役会会長ケアリー・ 杜長

オペノレ という新しいトッ プ体制ができあがると，その後この体制は，図に示さ

れているように，１９７０年代を通して変わることなく支配することにな った。そ

して，この体制は，１９８３年はじめ，ヶアリーが取締役会会長を退くまで続くこ
　　　９５）
とになる 。

　ところで，このような１９７０年代におげるケアリ　　オペノレ体制の確立はＩ　Ｂ

Ｍ杜の歴史においてどのようた意味をもつものであ ったか 。

　先に１９６０年代の組織変革を扱った５の〔２〕の（３）てのべたように，Ｉ　ＢＭ杜は

すでに１９６０年代中葉以降，経営評価委員会およぴ経営委員会の設置，コーポレ

ート ・オフィス体制の確立などをとおして，ワトソソ父子を中心とした創業者

的・ 個人的支配体制からしだいに集団的 ・テクノクラート的支配体制への移行

を始めつつあ った。しかし，ワトソソ２世とその父に直接育成されたウィリァ

ムズとリアソソがトッ プ体制を組んだ１９６０年代は，まだそれへの過渡期であ っ

た。

　１９７０年代に入って早々のワトソソ２世の引退は，そのような支配体制移行の

大きな転機とな った。これによっ て， それまでに下で育ってきていたテクノク

ラート集団の筆頭であるケアリーがトヅ プ体制の一角を占めることになったか

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７１）



ｎ４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

らである。そして，引き続くリアソソの引退によっ て， さらに若き経営テクノ

クラート ，オペノレが杜長に就任したことにより ，Ｉ　ＢＭ杜の支配体制ははっき

り集団的 ・テクノクラート的体制に移行することにたったわげである 。

　ところで，このようなトヅ プ・ マネシメソトの人的構成の変化とならんで ，

この時期にはさらにトッ プ・ マネジメソト組織そのものにも一部変更がくわえ

られた。すなわち，これまで経営評価委員会（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｒｅｖ・ｅｗ　Ｃｏｍｍ・ｔｔｅｅ）

と経営委員会（Ｍａ・ａｇｅｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍ・ｔｔｅｅ）という２重の組織をもっ ていたトヅ プ

・マ子シメソトの意思決定機構が，企業経営委員会（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｍａ・ａｇｅｍｅｎｔ

Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）という単一の組織に統一され，さらにその構成メソバーもコーポレ

ート ・オフィスのメソバーを中心に少人数に限定されることになったというこ

とである 。

　１９７３年テレックス／Ｉ　ＢＭ反トラスト法訴訟の審理過程で提出されたＩ　ＢＭ

杜内資料に含まれる２つの委員会の議事録にも示されているように，それまで

これら２つの委員会はあまりにも細かな，オペレーショ ナルな間題にまで立ち

入りすぎるところがあり ，負担過重になっていた。そこで，そのような問題に

ついては大幅にそれぞれの事業クノレープ ・レヘルに権限を委譲し，トヅ プ・ マ

ネシメソトはより大きな戦略的な間題に意思決定努力を集中することが必要で

あっ た。 このようなトッ プ・ マネジメソトの組織課題を解決するために，上の

ようにこれまでの２つの委員会を整理し，新しくコーポレート ・オフィスのメ

ソハーを中心にした企業経営委員会を組織することにた ったわげである（１９７４

年にこの企業経営委員会を構成したのは，取締役会会長ケアリｒ副会長兼Ｉ　ＢＭワー

ルド ・トレード杜取締役会会長ジ ョーソズ，杜長オペルの３人の コーポレート ・オフィ

ス・ メソハーとヒューム（Ｈｕｍｅ，ＷＣ），ヒューブナー（Ｈｕｂｎｅｒ・ＲＷ）の２人の上

級副杜長であ った。また，１９７９年になると，この委員会は，取締役会会長ケアリｒ杜

長オペノレ，上級副杜長バイソェノレ（Ｂｅ１ｔｚｅｌ，Ｇ　Ｂ），同マヅケィ（ＭｃＫａｙ・Ｄ　Ｒ）・同リ

ソォー（Ｒ１ｚｚｏ，Ｐ　Ｊ），以上５人の コーポレート ・オフィス ・メソバーから構成される

　　　　　　９６）
ことにな っていた）。

　以上は，Ｉ　ＢＭ杜本体のトッ ブ・ マネジメソト組織の１９７０年代における推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７２）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（８）（坂本）　　　　　　　　　　　　ｕ５

であるが，さらに子会杜Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜のトッ プ・ マネジメソト

組織についても図３６によりながら，かんたんにふれておく 。

　先に５の〔２〕の（４）でみたように，すでに１９６０年代に，Ｉ　ＢＭ杜は急速に勢力

を強めつつあるＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜に対して一元的な コソトローノレ体

制を貫くために，役員兼任関係の強化をめざした。一方では１９６３年，Ｉ　ＢＭワ

ーノレト ・トレート杜杜長に親会杜の副杜長兼事業クノレープ担当経営役員のソヨ

ーソスを就任させるとともに，他方では１９６６年には同杜取締役会会長のＡ　Ｋ

ワトソソを親会杜の取締役会副会長に就任させた 。

　このような親 ・子両杜の役員兼任関係は，その後さらに　般的なものとして

定着していくことにな った 。

　１９６７年，先のジ ョーソズがＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜杜長を退いたあと ，

同杜生え抜きのフラソス人経営者，メゾソノレージ ュ（Ｍａｉｓｏｎｒｏｕｇｅ，Ｊ．Ｇ．）がア

メリカ人以外の外国人で最初の同杜杜長に就任したが，かれは同時に，親会杜

の副杜長に就任した。かれはその後，１９７０年にＡ．Ｋ．ワトソソの後任としてＩ

ＢＭワールド ・トレード杜取締役会会長にカムバックしたジ ョーソズが１９７７年

はじめに退任したあと，そのポストを占めることになり ，今目にいたっている

が， 他方，親会杜では，１９７２年には上級副杜長に昇格し，さらに１９８２年からは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９７）
コーポレート ・オフィスの一員に加わることにな っている 。

　また，１９７４年に設置されたＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の２つの地域統括子

会杜，エミーア杜とアフィ 杜の取締役会会長には，上のメゾソノレージ ュ（兼任）

とファイファー２世（Ｐｆｅｉ任ｅｒ，Ｒ．Ａ ．， ＪＬ）がそれぞれ就任したが，ファイファ

ー２世は同時に親会杜の上級副杜長のポストに就くことにな った 。

　こうして，１９７０年代に入って ，Ｉ　ＢＭ杜と子会杜Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード

杜のトヅ プ・ マネンメソトの兼任関係はより一層緊密で常態的なものとなり ，

これによっ て両者の問の事業活動の一体性もより一層強力なものとなっていく

ことになったわげである 。

９４）北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦』２７０～２７５ぺ一ジを参照 。

９５）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ａ舳〃ｌ　Ｒ幼ｏ〃，１９８３ ・

　　　　　　　　　　　　　　　（５７３）



１１６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第４号）

　９６）情報産業研究会監修，上掲書，３１ぺ一ジ，およびＩ　ＢＭ杜の組織図による 。

　９７）北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦』２７５～２７６べ一ジ，（株）モースト ・アソド ・モア，上掲

　　書，２２べ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８４年９月９目）

（５７４）




